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市は，これまで，市民の健康維持を市政の最重要課題の一つとして様々な施策を講じて

きました。その過程では常に，調布市医師会の多大なる御協力を得てきましたが，今回特

に，近隣自治体の中でも早期のＰＣＲ検査センターの開設や，集団接種会場における接種

者の負担を極力軽減する調布市独自の接種方式の採用などにおける，医師会の特筆される

貢献に深く感謝いたします。

また，ワクチンの供給については不確定要因が多く，最も効率の良い接種体制をどうつ

くるかが難題でしたが，令和３年６月における河野太郎大臣（新型コロナウイルス感染症

ワクチン接種担当大臣）との直接面談において，新たに承認されたモデルナ製ワクチン６

万人分の供給を確約いただいたことは大いなる幸運でした。その情報が得られたことによ

り，市と相互友好協力協定を締結している電気通信大学に体育館使用を申し入れることが

可能となり，速やかな接種会場の確保につながりました。

このほか，周辺自治体と共同して東京都に要望した酸素・医療ステーションの設置や，

自宅療養者支援，子どもたちやコロナ禍の影響を受けた家庭への支援，調布市商工会の協

力のもとで行った市内事業者支援，イベントや施設利用の制限や段階的緩和など，適宜状

況を確認しながら，柔軟かつ機動的な対応を図る中で，一人でも多くの市民に笑顔が戻る

ようできる限りの手立てを尽くしてきました。この間の取組を振り返り，この教訓を忘れ

ることなく将来の案件に生かしていかねばならないと思いを新たにしています。

結びに，今回の刊行に際して，市民の命と健康を守る最前線で献身的な対応に御尽力いた

だきました医療従事者の方々を筆頭に，社会・生活基盤を支えるべく各現場で献身的な活

動に従事された全ての方々，調布市議会の皆様，そして，展望の見えない状況の中で不安

に耐えながら自制的な行動を継続していただいた市民の皆様に対して，改めて深甚なる謝

意と敬意を表させていただきます。

3

調布市長 長友 貴樹

はじめに

世界を震撼させた新型コロナウイルスは，市民生活や地域経済に大きな影響を及ぼし

ました。令和２年以降，長きにわたり，私たちの日常に苦難を強いた新型コロナウイル

ス感染症の法的位置付けが令和５年５月に５類へと移行した後，これまで中止や規模の

縮小を余儀なくされていた各種イベントや会合が徐々に再開され，調布のまちに，かつ

ての活気や賑わいが戻りました。

その３年余りを振り返ってみますと，史上初の「緊急事態宣言」が発令されたことに

より，調布駅前だけではなく，市内全域から人の姿が忽然と消えました。多くの市民が，

にわかに信じがたいその光景を目の当たりにし，外出自粛の中で，増え続ける未知のウ

イルスと今後の行く末に大いなる不安を抱えておられたことを思い起こします。

パンデミックは，世界的に１０～４０年周期で襲来するといわれています。2000年以

降の新興感染症として，2002年にSARS（重症急性呼吸器症候群），2009年に新型イン

フルエンザＡ（H１N１） ，2012年にMERS（中東呼吸器症候群）などが世界各地で発生

しています。わが国は，１０年前に流行し多数の死者が発生した新型インフルエンザＡ

（H１N１）の教訓に基づいて，パンデミックのために準備を整えてはいましたが，新型

コロナウイルス感染症に関しては，ことごとく新たな対応が必要となりました。

猛威を振るった今回の新型コロナウイルス感染症への対応を決して忘れてはなりませ

ん。本報告書は，これまで経験したことのない未曽有の事態への対応や対策を記録に残

し，市民の安全・安心の確保や今後の健康危機管理体制の確立に生かすことを目的に取

りまとめたものです。

そして，刊行に当たり，調布市報１面に掲載してきた当該３年間のコラムを改めて読

み返すとき，新型コロナウイルス感染症の脅威がまざまざと蘇ってきます。



新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大により，私たちの社会は未曾有の危機に直

面し，調布市においても市民の皆様の日常生活や仕事，学校生活に大きな制約が課せら

れ，多くの不安や困難の中での生活を余儀なくされました。私たちは，この長期にわた

る感染症との闘いの中で，感染拡大防止と市民生活の維持という，これまでに経験した

ことのない難題に直面しました。

このような危機にあって，市民の命と健康を守るため，昼夜を問わず献身的に尽力し

てくださった保健所や調布市医師会をはじめとした医療従事者の皆様，最前線で市民の

命と健康を守るためにご尽力くださった看護・介護・福祉・保育などの現場で働く全て

の関係者の皆様，また，感染拡大防止に協力していただいた市民の皆様に対し，調布市

議会を代表し，心より敬意と感謝を申し上げます。

今回のコロナ禍は，市議会にとっても極めて異例かつ重大な事態となりました。二元

代表制のもと，市民の直接選挙によって選出される市長と議員はお互いに対等の立場に

立ちますが，議会は市民の代表として，行政への監視機能とともに，予算や条例の審議

といった重要な責務を負っています。市議会では，コロナ禍においてもその役割を果た

し続けるために，感染リスクがある中でも議会活動を止めることなく，マスク着用や換

気の徹底といった基本的な感染対策を行いながら，必要な議論が尽くせるよう柔軟かつ

迅速な対応に努めてまいりました。令和2年の予算審議時から，感染リスクの高い委員会

審査の一部を延期・短縮しつつも，幹事長会議や情報共有の場を設け，議員間での意思

疎通と市民の声の反映を図るとともに，令和2年4月に緊急事態宣言が発令された以降は，

飛沫感染防止パーテーションを設置し，席の間隔の確保も図るなど感染防止対策に努め

ました。

また，感染症対策を行う行政職員の負担を考慮し，会議への出席を求める人数を必要最

小限に抑えるとともに，一般質問や討論の時間を短縮するなどの議会運営上の対応を行い

ました。外出の自粛が要請された緊急事態宣言下においては，傍聴者の皆様も含めた健康

と安全を図るために会議への傍聴の制限も行いましたが，市議会のライブ中継・録画配信

の視聴を広く周知することで，議会の透明性を保つ工夫も続けてまいりました。

さらに市議会では，感染拡大防止に向けた市の取組状況を踏まえ，令和2年6月から11月

までの6か月間，議員報酬を減額する特例条例を全会派共同で提案，可決し，議員報酬を1

割削減したほか，政務活動費についても，令和2年10月から令和3年3月までの半期分の不

交付を決定し，削減した予算を新型コロナウイルス感染症対策として，市民や市内事業者

などに対する支援策の充実を図るよう，市に要望しました。

現在，新型コロナウイルス感染症は法令上の類指定が変更され，落ち着きを見せており

ますが，市議会では，今後も新たな感染症の発生に備え必要な対策をとるとともに，どの

ような状況下にあっても機能する議会を目指し，不断の改善と議会改革を進めてまいりま

す。

結びに，改めてこのコロナ禍に支え合い，協力し合ったすべての市民の皆様と関係機関

の皆様に，市議会として深く感謝を申し上げるとともに，市議会ではこれからも市民の皆

様の負託にお応えすべく，直面する課題に真摯に向き合いながら課せられた役割を果たし

てまいりますので，引き続き議会活動へのご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げ

ます。
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思い起こせば，当保健所における新型コロナウイルス感染症への対応は，管内の政府

施設に収容された政府チャーター便による中国からの帰国者の24時間の健康相談から始

まりました。

その後，都内での蔓延に伴い，発熱相談から入院・宿泊療養調整，患者搬送など全て

の業務が保健所に集中しました。感染経路が不明な新規陽性者，濃厚接触者の発生やス

ポーツジム等の屋内施設や医療機関，福祉施設等におけるクラスターの発生などにより，

相談対応や積極的疫学調査などの業務が急増しました。

また，当初はPCR検査実施機関が限られており，検査の調整を行うことが非常に困難

でした。まだ，体制も整っていない中で業務がひっ迫し，大混乱となり，保健対策課の

感染症担当だけではなく，他部署の職員も動員し，全所一丸となりできる限りの対応に

努めていたところです。

その後，本庁職員による応援に加え，看護管理者連絡会の協力により，管内病院や訪

問看護ステーションに所属する看護師，IHEAT（Infectious disease Health Emergency

Assistance Team）の方々に保健所での業務支援をいただき，所の人員体制も強化されて

いきました。

都保健所の外では，東京都発熱相談センターの開設や市及び医師会によるPCR検査セ

ンターの設置，在宅療養者支援及びワクチン接種の開始，病院によるコロナ病床の拡大

に加え，医療関係者の皆様のご協力により令和３年9月には味の素スタジアムに酸素・医

療提供ステーションが設置されるなど，各関係機関の取組により新型コロナへの対応力

が強化されていきました。

しかし，令和４年１月からの第６波ではこれまでよりも感染力の強いオミクロン株が

急速に拡大し，都保健所においても過去最多となる感染者数を記録したことにより再び

保健所業務が増大し業務がひっ迫しました。このころから都保健所では，患者情報管理

のデジタル化，感染者へのショートメール送付システムの採用等デジタルツールを活用

し始め，業務の効率化を図りました。

６波では，市による自宅療養者支援や医療機関による陽性者の健康観察がスタートし，

自宅療養サポートセンター（うちさぽ）が設置されたほか，多くの支援により，過去最多

の感染者に対し何とか対応することができたと考えております。

今回の危機を乗り越えられたのは，東京2020オリンピック・パラリンピックに向けて感

染症の訓練等を実施していたことや連携会議により管内６市，医師会，感染症の基幹病院

との顔の見える連携がベースにあったことが非常に大きかったと思います。そのベースが

あったからこそ，発生初期に各市の対策会議に出席して調整が行え，途中からは医師会の

先生方とのオンライン会議を毎月開催できるなど，圏域で協力して危機に対応していけた

ものと思います。

新型コロナでの対応を踏まえて今後保健所としましては，コロナ対応でも重要であった

市町村等関係機関との連携をさらに強化するため，令和６年度から市町村連携課を新設し，

顔の見える関係の構築を進め，地域の健康課題等の解決に取り組んでおります。

また，令和６年３月に新たに「東京都多摩府中保健所健康危機対処計画（感染症編）」

を策定し，新興感染症発生に備えた取組を計画的に推進していくとともに，各種申請手続

等の オンライン化など業務のデジタル化を推進し，都民・事業者の利便性向上を図って

いるところです。

こうした取組を通じて平時から危機対応能力の向上を図り，地域の健康課題等の解決に

取り組んでまいります。

最後に，この間感染症対応に尽力いただきました市，医師会，医療機関をはじめとする

関係機関の皆様に改めて御礼を申し上げます。
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新型コロナウイルス感染症について，その脅威を初めて感じたのは，令和２年１月，

横浜港を出港したクルーズ船における新型コロナウイルス感染症の感染者発生でした。

クルーズ船の船内では集団感染が広がり，２月から３月にかけて横浜港の沖合に停泊せ

ざるを得ない中で，船内の約３７００人の方のうち７１２人が感染し，１３人もの方が

命を落としました。

ほどなくして市内でも感染者が発生し始めますが，治療法もワクチンも確立していな

いこの時期，通常のクリニックでは診察することも困難で，発熱されている方をお断り

せざるを得ないこともありました。

こうした中，調布市医師会も協力のうえ，市にいち早くPCRセンターを開設いただき，

ようやく検査体制が進み始めました。しかし，当時のPCR検査キットは医師が患者の鼻

から採取するもののみで，フル装備のPPE(個人用防護服)を着用する必要があり，増え続

ける患者に対処するうえでも極めて困難な時期でした。発熱外来を始めても，その数が

少なかったことから患者が殺到することもしばしばでした。

大きな節目となったのは，令和３年５月から始まった新型コロナワクチン接種の開始

です。医師も多くの方に接種するためのシミュレーションやトレーニングなども行い，

初めて経験することの連続でしたが，ようやく新型コロナウイルス感染症への対処が進

み始めました。

しかし，この頃は幼稚園や保育園でのクラスターが頻発しました。私も，調布市医師

会の医師とともに休日返上で出張PCR検査を行いました。施設の限られた敷地内での検

査や，夏の暑さの下でPPEを着用しなければならないこともあり大変でしたが，感染拡大

を防ぐため，市内の多くの園を回って対応に当たりました。

その後も，呼吸器系に疾患のある方が重症化しやすいデルタ株や，感染力が極めて強

いオミクロン株などの変異株の出現により，保健所もパンク状態となり，クリニックで

検査や診断をした方が陽性だった場合に医師がHER-SYSに登録できるようになります

が，その作業が深夜まで及ぶこともしばしばでした。また，若い方でも重症化して肺炎

を起こすこともありました。

このような未知のウイルスに対処するには，市や保健所，圏域内の病院等と連携し，状

況や対処すべきことを正確に把握したうえで，戦略的に進めていかなければなりません。

調布市は，市と医師会の関係が良好で，それぞれが多忙を極める中でオンラインでの会議

を定期的に行い，PCR検査センターの設置やワクチン接種体制の構築もスムーズに進みま

した。振り返れば，そのことが大きな力を発揮したと思います。

この間の対応を顧みて，今後備えておくべき，考えておかねばならないことがあります。

まず，新興感染症の場合も，初期から罹患者を診察できる場所や環境を整備しておくこ

と。パンデミックには周期があるといわれますが，その間にできる限り備えておかなけれ

ばなりません。

次に，周辺の病院との連携です。調布市は，市内に三次救急の病院がありませんが，緊

急事態においては基幹病院に動いていただかなければ対処が難しくなります。近隣の大学

病院等とも，平常時から連携を図る必要があります。

次に，医師も感染症対応のため，定期的な研修，講習会などを行い，準備しておくこと

が求められます。

そして，市や訪問看護ステーションなどとの協力体制も，平常時から整えておく必要が

あります。調布市は在宅患者を支援するシステムが構築されており，そのことも今回の対

応時に大きく役立ちました。

調布市医師会においても，新型コロナウイルス感染症の取組を教訓とし，より一層の対

応力強化に努めてまいります。

6

公益社団法人調布市医師会 会長 荒井 敏

はじめに
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7

新型コロナウイルス感染症とは何だったのか



令和元年の末に発表された原因不明の肺炎は，翌年1月に世界で初めて確認され

た未知のウイルス「新型コロナウイルス（SARS-CoV2）」によるものと確認され

ました。日本においては，令和２年（2020年）1月に最初の感染者を確認して以

降感染者が徐々に増加し，４月７日に政府は史上初の新型インフルエンザ等対策

特別措置法に基づく「緊急事態宣言」を発出しました。都内においても新宿や渋

谷などの繁華街の店舗が軒並み閉店し，ゴーストタウンのように街並みから人の

姿は消え，学校は休校となり，未知のウイルスへの怖れからマスクやトイレット

ペーパーの買い占めなどが起きました。

その後新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」という。）は，流行と

小康を繰り返したのち，令和５年（2023年）５月８日に，それまで感染症法（感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律）上の「新型インフルエ

ンザ等感染症」（いわゆる２類相当）から「５類」に変更され，約３年間続けら

れてきた，近年最も厳格な措置がとられた感染対策が大きな転換期を迎えました。

「いわゆる２類相当」とされる２類感染症には，結核や鳥インフルエンザ

（H5N1型），ジフテリアなどが該当し，「新型インフルエンザ等感染症」は，政

令により入院や消毒等の措置のほか，患者への健康状態報告要請や外出自粛要請

を措置することができます。

一方「５類」は，季節性インフルエンザやA群溶血性レンサ球菌咽頭炎，RSウ

イルス，ウイルス性肝炎などが該当し，措置も発生動向調査のみです。

新型コロナは５類移行から時間が経ち，分析や予防方法が確立してきたことで

季節性インフルエンザなどと同じレベルの感染症とされ，感染拡大当初の危機感

や隔離的な感染対策から離れつつありますが，高齢の方や基礎疾患などがある方
8

01 新型コロナウイルス感染症について

新型コロナとは

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は，重症急性呼吸器症候群コロナウイルス

（SARS-CoV2）による感染症です。2020年１月30日にWHOにより国際的に懸念される

公衆衛生上の緊急事態（PHEIC）が宣言されましたが，2023年５月４日に解除されまし

た。日本でも2023年５月８日に５類感染症に移行しました。ウイルスが変異するので，

流行を繰り返しています。

どうやってうつる

感染者の口や鼻から，咳，くしゃみ，会話等のときに排出されるウイルスを含む飛沫，

又はエアロゾルと呼ばれる更に小さな状態の粒子を吸入するか，目，鼻，口に直接的に

接触することにより感染します。物や指についたウイルスが目，鼻，口に接触すること

で感染することもあります。

症状

発熱，咳，鼻水，咽頭痛，倦怠感，頭痛，

関節痛，筋肉痛，嗅覚・味覚異常，下痢

治療

症状の程度や重症化リスクがあるかにより，

医師の判断に基づいて，薬物療法（抗ウイ

ルス薬，中和抗体薬等），酸素療法が行わ

れます。

予防

換気，３密（密接場面・密集場所・密閉空

間）回避，状況に応じたマスクの着用，石

けんを使った手洗い，アルコール製剤を

使った手指消毒。年齢６か月以上が接種対

象のワクチンがあります。高齢者などの重

症化リスクの高い方にはワクチンの接種が

勧奨されています。ただし接種を受ける事

は強制ではありません。

序章

▼新型コロナの定義（厚生労働省検疫所FORTHホームページ（令和６年３月）より）

が罹患した場合，重症化を引き起こす可能性もあり，今も季節性インフルエンザ

と同様に油断のできない疾患の一つです。



令和５年６月１日の世界保健機関（WHO)の報告による全世界の新型コロナの

累計患者数は７億6,700万人余，累計死亡者は693万人余です。

日本国内では，令和２年１月16日から令和５年５月７日の「５類」移行前の累

計患者数は3,380万人余（全人口の約27％），累計死亡者は74,600人余でした※１。

同じ期間に，アメリカの累計死亡者は113万人，イギリスやイタリアでは20万人

前後であったことから，日本は比較的抑えることができていたともいえますが，

医療機関の逼迫や経済活動の大幅な制限により市民生活にも深刻な影響をもたら

し，新型コロナの影響は自身の健康上だけにとどまらないものとなりました。

調布市内の累計患者数
令和２年４月に東京都が市区町村別の感染状況の公表を開始してから，区市町

村別の患者数が報告されていた令和５年９月末までの間において，調布市内の累

計患者数は46,313人※２，１日に報告された最大の患者数は令和４年７月22日の

647人，この間の１日に報告された平均患者数は36.2人でした。

調布市においては，累計で見た場合，上記の３年余の間に市民の約19％が罹患

したことになります（詳しくは，P.11～15）。
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02 どのくらいの人が罹患したのか

「波」と東京都内における１日あたりの最大患者数

※１ 厚生労働省オープンデータによる ※２ 東京都オープンデータによる（区市町村別の死者数は公表されていない）

コロナの「波」
新型コロナは，他の感染症と同様に，感染拡大が落ち着いている時期と急速に

拡大する時期があり，「第●波」と表現されました。特に，感染力の強い変異株

が現れると，以前の「波」の患者数から数倍に急増することが多く，特に厳格な

感染拡大防止措置を取っていた時期は医療機関の受入態勢の逼迫を招き，多くの

自宅療養者が生じるなどの課題が生じました。

第１波 第２波 第３波
第４波
第５波

第６波 第７波 第８波

206人

R2/4/17

472人

R2/8/1

2,520人

R3/1/7

5,908人

R3/8/13

21,562人

R4/2/2

40,395人

R4/7/28

22,063人

R4/12/27

アルファ株

の流行

デルタ株の

流行

オミクロン

株BA.1/2の

流行

オミクロン

株BA.5の

流行

オミクロン

株BQ.1/XBB

の流行

東京都「新型コロナウイルス感染症対策に係る東京都の取組」（令和５年６月２日改訂版）より

序章



感染症対策３つの柱を基軸とする対応を図る（→P.31）

令和２年５月に，市の新型コロナ対応方針として「緊急対応３つの柱」（のち

に「感染症対策３つの柱」）を示し， ①感染症の拡大防止に向けた取組 ②市民

生活及び子どもたちへの支援 ③地域経済への支援を基軸として，国や東京都の

対策をはじめ，関係機関との連携の下，様々な対策に取り組みました。

庁内の連絡・指示系統を明確にし，強化する（→P.26～30）

令和２年２月から有識者らと情報の収集や分析を開始し，同４月から「調布市

新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置するなどして，状況の正確な分析と

市が実施すべき対策を速やかに意思決定し対処する体制を整備しました。

関係機関との連携・支援体制を構築し，強化する（→P.41～52）

多摩府中保健所，調布警察署，調布消防署，３師会（調布市医師会・歯科医師

会・薬剤師会），近隣の病院，調布市商工会，市内大学や市内企業など，さまざ

まな関係機関と適宜密接に連携し，必要な支援を実施しました。

検査体制を整備する（→P.33～35）

新型コロナ対策が確立していない令和２年５月から市内にPCR検査センターを

設置し，令和４年２月からは東京都PCR等検査無料化事業を調布市グリーンホー

ルや調布駅前広場などでも実施できるよう対応したほか，調布市役所の敷地内で

も調布市医師会の医療スタッフの出張PCR検査を実施しました。
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03 調布市はどのように対応したのか

市民への適宜適切な広報・周知を図る（→P.39・40）

新型コロナ状況や予防，ワクチン接種等の情報について，市報，市報臨時号，

市ホームページ，防災行政無線の他，「調布市コロナ情報」アプリや各種SNSに

よる広報・周知を行い，市民の不安軽減に努めました。

ワクチン接種体制を構築する（→P.53～61）

新型コロナの予防手段として，新型コロナワクチンが開発され，国内でも令和

３年から接種が開始されました。調布市においても，令和３年５月から希望する

すべての方が接種できるよう体制整備を行いました。

自宅療養者の支援を図る（→P.37・38）

変異株の出現等により，新型コロナの拡大期に患者が爆発的に増加したことで

医療機関が逼迫し，自宅で療養せざるを得なくなった市民に対し，プッシュ型の

電話連絡や，食料等の配達，パルスオキシメーターの貸与等を行いました。

市民生活・子どもたちへの支援を行う（→P.62～69）

市民生活において自粛や行動制限が強いられ，経済的困窮に苦しむ市民への支

援や，子どもたちの学びの場の確保などのための施策を実施しました。

地域経済への支援を行う（→P.70～74）

経営面で大きな影響を受けた市内事業者等を支援するため，調布市商工会等と

連携し，市独自の事業者支援や市内消費喚起に取り組みました。

序章



第１章
感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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01 市内感染者数の推移

31 5 1 50 63 55 70 131 224 532 202 106 179 239 137 510 

1,702 

327 37 3 13 

2,582 

5,784 

3,673 

2,881 

1,591 

916 

9,611 

10,794 

3,863 
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月別新規陽性者数

第1波 第2波 第3波 第4波 第5波 第6波 第7波

令和２年３月末日分から市内患者が公表され，第５波以降の感染症拡大期は，変異株の出現によりそれ以前の数倍の感染者が発生しました。

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き

※令和４年９月26日から，全数届出が見直され，区市町村ごとの新規感染者数の公表は終了しました。ここでは，それまでの期間の数値を掲載しています。
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02 「波」別の状況

0

100

200

300

400

500

600

3月31日 4月30日 5月31日 6月30日 7月31日 8月31日 9月30日 10月31日 11月30日 12月31日 1月31日 2月28日 3月31日

第1波
令和2年1月～6月

第2波
令和2年7月～10月

第３波
令和2年11月～令和3年3月

令和2年（2020年） 令和3年（2021年）

4/15
陽性者5人

陽性者数

8/7
陽性者6人

10/8
陽性者9人

1/26
陽性者42人

・調布市新型コロナウイルス感染症対策本部を設置
（4/2）

政府の緊急事態宣言（4/7～5/25）

学校の臨時休業（3/2～5/25）

事業者への休業・時短要請（4/11～6/18） 事業者への休業・時短要請（8/3～9/15） 事業者への休業・時短要請（11/28～4/24）

政府の緊急事態宣言（1/7～3/21）

・調布市新型コロナコールセンターを設置（4/20）

・調布市PCRセンターを設置（5/20） ・調布市コロナアプリの配信

・調布市新型コロナウイルスワクチン接種対策本部を設置
（1/12）

市内の感染者数

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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4月1日 5月1日 6月1日 7月1日 8月1日 9月1日 10月1日 11月1日 12月1日 1月1日 2月1日 3月1日 4月1日 5月1日

14

第4・5波
令和3年4月～10月

第6波
令和3年11月～令和4年5月

令和3年（2021年） 令和4年（2022年）

8/14
陽性者93人

2/2
陽性者320人

政府の緊急事態宣言（4/25～6/20） 政府の緊急事態宣言（7/12～9/30）

まん延防止等重点措置（4/12～4/24）まん延防止等重点措置（6/21～7/11） リバウンド防止措置（10/1～10/24）

基本的対策徹底期間（10/25～1/10）

オミクロン株急速拡大
緊急措置（1/11～1/20）

まん延防止等重点措置（1/21～3/21）

リバウンド警戒期間（3/22～5/22）

事業者への休業・時短要請（11/28～10/24）

事業者への休業・時短要請（1/21～3/21）

・自宅療養者サポートセンター（うちさぽ東京）の設置（1/31）

・感染力の強いアルファ株（変異株）の拡大
・重症化リスクの高いデルタ株（変異株）の拡大
救急医療の逼迫 ・感染力が非常に強いオミクロン株（変異株）の拡大

・調布駅前広場診療所における
新型コロナワクチン集団接種の開始（4/22）

・自宅療養者へのパルスオキシメーター貸与，
食糧支援等の開始

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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15

第7波
令和4年6月～9月

第8波
令和4年10月～令和5年5月

令和4年（2022年） 令和5年（2023年）

7/22
陽性者627人

・東京都陽性者登録センター開設
（8/3）

・発生届の全数届出の見直し（9/26）

10月1日 11月1日 12月1日 1月1日 2月1日 3月1日 4月1日 5月1日

・イベント開催宣言の見直し
（1/27）

・マスク着用の見直し
（3/13）

・WHO 新型コロナ「緊急事態宣言」終了を発表
（5/5）

・新型コロナが５類移行（5/8）

・調布市 新型コロナウイルス感染症
対策本部を解散（5/31）

・オミクロンBA.2株
（変異株）による
爆発的な感染拡大

令和４年９月26日をもって
区市町村別の患者数の公表を終了

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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03 国・東京都・市の動き

国・社会全体 東京都 調布市

R2.1 ・中国武漢で原因不明の肺炎発生

厚生労働省が注意喚起

・新型コロナを指定感染症に指定

・マスクや消毒薬の品切れが続出

・都内初の感染者確認（1/24）

・新型コロナウイルス感染症対策本

部を設置

・新型コロナウイルス感染症の動向について情報収集を開始

R2.2 ・小・中学校，高等学校，特別支

援学校等における一斉臨時休校

の通知

・新型コロナ受診相談窓口・新型コ

ロナ外来の開設

・都主催イベント，都立施設の休止

・調布市健康危機管理対策本部を設置（2/19）

・「市が主催するイベント等の開催に対する対応方針」の発出

・市立小・中学校の卒業式規模縮小を決定

R2.3 ・東京オリンピック2020大会延期

・海外渡航自粛要請

・都立学校臨時休業（3/2～5/6）

・都知事より夜間・週末の外出自粛

要請

・市立小・中学校臨時休業開始（3/2～)

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関する東京都知事会見（3/25）を受けた調布市長メッセージの発出

・市公共施設全館の臨時休館に伴う利用停止，市主催イベントの中止・延期（3/26～5/31）

・マスク，消毒薬の市内各施設への配布

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のための学校の臨時休校に関連した児童の「居場所事業」の実施

（3/9～3/25）

・調布市立学校における感染症予防ガイドライン（新型コロナウイルス感染症）策定（3/31）

R2.4 ・7都府県に初の緊急事態宣言

（4/7～5/6 ※のちに5/25まで延

長，全都道府県に拡大）

・全世帯に布マスク配布

・都民へ外出自粛協力要請

（4/7～5/25）

・飲食店等への休業・時短要請

（4/11～6/18）

・宿泊療養施設の設置

・東京都感染拡大防止協力金申請

受付開始

・調布市新型コロナウイルス感染症対策本部を設置（4/2）

・市立小・中学校臨時休業期間を5/6まで延長

・学童クラブ・ユーフォーの臨時休止及び特例措置（4/14）

・庁用車による外出自粛を呼びかける市内広報巡回を実施（4/16～5/9）

・市主催イベントの4月末までの自粛期間延期を決定

・市報ちょうふ新型コロナ臨時号の発行（4/20）

・市職員による市新型コロナコールセンターを設置（4/20）

・市公園・遊具等の使用禁止（4/22）

・マスクの急速な品薄状況に対し市内企業や個人からマスクの寄付を受け，

医療関係者，市立小・中学校関係者等に配布

・市庁舎に新型コロナ対策啓発懸垂幕（4/22），調布駅前広場に啓発広告塔設置(4/24）

・調布市防災教育の日（例年４月第４土曜日実施）の中止

・市内事業者に対する市の融資あっせん制度を拡充

・市職員の出勤制限（テレワーク，変則勤務対応等）

感染拡大前～第１波（R2.1～R2.6）①

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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国・社会全体 東京都 調布市

R2.5 ・緊急事態宣言を5/31まで延期 ・都立学校の休業を5/31まで延期

・新型コロナウイルス感染症を乗り越え

るためのロードマップ「ステップ１」

公表 5/26から段階的に緩和

・東京都と市で連携し，仙川駅商店街で外出自粛の呼びかけ活動を実施（5/2，5/3）

・調布市の緊急対応「３つの柱」の提示（5/11）

・調布市PCRセンターの設置（5/20）

・「調布市公共施設の開館・利用における感染拡大防止ガイドライン」の公表（5/26）

・妊娠中の市民にマスクを配布

・中学３年生以下の約２万世帯に商品券を送付する調布っ子応援プロジェクト（第１弾）の実施

・調布「STAY HOME」プロジェクト

・医療従事者への感謝をこめたブルーライトアップの実施

（文化会館たづくり・調布駅前）

R2.6 ・都道府県をまたぐ移動の自粛要請を解

除

・新型コロナウイルス接触確認アプリ

（COCOA）利用開始

・「ステップ２」「ステップ３」公表

・東京アラート発動（6/2～6/11）

・感染防止対策徹底宣言ステッカーの

配布（6/19～)

・市立小・中学校で分散登校を開始(6/1～),通常登校の再開（6/15～）

・保育園，学童クラブ，児童館の段階的再開

・調布市新型コロナウイルス感染症 緊急対応 第２版の公表（6/24 )

・緊急事態宣言の解除を受けて市施設を制限付きで貸出再開

・調布市新型コロナウイルス感染症対策基金への積立

・給食米による食支援・ひとり親家庭支援を行う調布っ子応援プロジェクト（第２弾）の実施

・新しい生活様式の実践例等を記載したチラシを自治会等に配布

・調布国際音楽祭のオンライン配信（調布市文化・コミュニティ振興財団）

・地域経済回復に向けた意見交換を行う地域経済対策会議の第1回を開催

・調布花火の開催中止を決定（以降令和４年度まで中止）

・子育て世帯臨時特別給付金

・市立小・中学校の給食は，分散登校期間を目安に簡易給食（弁当容器）を提供

感染拡大前～第１波（R2.1～R2.6）②

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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第２波（R2.7～R2.10）
国・社会全体 東京都 調布市

R2.7 ・GOTOトラベル開始

・イベント参加人数上限を5,000人まで

に緩和

・都知事による感染拡大警報（7/15）

・都知事による感染拡大特別警報

（7/30）

・東京都版CDC創設準備

・保健所支援拠点の設置

・新型コロナウイルス感染症対策等を踏まえた避難所開設訓練の実施

・中小企業等新型コロナウイルス感染予防対策補助事業（令和２年度）の開始

R2.8 ・イベント参加人数上限5,000人を9月

末まで継続

・「営業時間短縮に係る感染拡大防止

協力金」の支給

・「夜の繁華街への外出自粛」「と外

への旅行や帰省の自粛」要請

・市内民間企業から寄付いただいたN95マスクを調布市医師会に提供

R2.9 ・菅内閣の発足

・「新型コロナウイルス感染症に関す

る検査体制の拡充に向けた指針」公表

・コロナ専用医療施設の開設

・宿泊療養施設の拡充

・雇用安定化就業支援事業を開始

・調布市新型コロナウイルス感染症対策本部会議に調布市商工会長が新たに参加

・調布市スーパープレミアム付き商品券事業の実施

・調布市コロナアプリの配信開始

・調布市公共施設の開館・利用における

感染拡大防止ガイドラインの一部緩和等の見直し（9/25）

R2.10 ・新型コロナウイルス感染症対策分科

会「感染リスクが高まる「５つの場

面」」等の提言

・「東京iCDC」立ち上げ

・高齢者の季節性インフルエンザ

予防接種補助事業

・ペット同伴者用の宿泊療養施設の開設

・「GoToトラベル」東京都への適用開始

・「もっとTokyo」販売開始

・「発熱相談センター」を開設

・診療・検査医療機関の指定

（約2,400か所）

・中小企業等家賃支援給付金事業の開始

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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第３波（R2.11～R3.3）
国・社会全体 東京都 調布市

R2.11 ・新型コロナウイルス感染症対策分科

会が対策強化について緊急提言

・GoToトラベル対象から一部地域除外

・GoToEat一時停止

・時短要請（11/28～R3/4/24）

・５市市長が語る地域自治体連携シンポジウム「新型コロナウイルス感染症に対するこれまで

の取組と今後の展望・課題」実施（11/22）

・（一社）武蔵府中法人会から児童館へ物品寄贈

R2.12 ・GoToトラベル全国一時停止

・日本医師会が医療緊急事態を宣言

・国内初の変異株検出

・全ての国・地域からの新規入国一時

停止

・「新型コロナウイルスワクチンの接

種体制確保について」自治体説明会

の実施

・都知事による「年末年始コロナ特別

警報」

・コロナ専用医療施設開設

・「年末特別」中小企業・雇用就業

対策の実施

・調布・歳末スクラッチ事業の実施

・市役所本庁舎における年末年始休日夜間診療の実施

・市報12/20号１面で調布市医師会長から市民に緊急メッセージ

R3.1 ・緊急事態宣言発出（1/8～2/7）

・外国人の新規入国停止

・一都三県で緊急事態宣言の発出を

政府に要請

・保健所支援機能強化，自宅療養者

フォローアップセンターの対象地域

拡大

・「中小企業等による感染症対策助成

事業」開始

・調布市成人式の中止

・調布市出初式の中止

・市主催事業，管理団体・指定管理者主催事業の休止（1/8～2/7）

・調布市新型コロナウイルスワクチン接種対策本部を設置（1/12）

・ GIGAスクール構想に基づく児童・生徒１人１台モバイル端末の運用開始

R3.2 ・緊急事態宣言延長（2/8～3/7），

対象区域変更

・医療従事者向けワクチン接種開始

・東京都，区市町村，医師会等による

ワクチンチーム発足

・集中的検査開始

・市報2/20号に市のワクチン接種の方向性について掲載

R3.3 ・緊急事態宣言延長（3/8～3/21） ・飲食店対象「コロナ対策リーダー」

事業開始

・リバウンド防止期間（3/22～4/11）

・新型コロナワクチンコールセンターの設置（3/5）

・緊急事態宣言を踏まえた市の対応方針等の更新（3/8）

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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第４波・第５波（R3.4～R3.10）①
国・社会全体 東京都 調布市

R3.4 ・緊急事態宣言発出（4/25～5/11） ・まん延防止等重点措置の実施（4/12

～24）23区の他，調布市を含む６市

が指定される

・ワクチン集団会場として都有施設提

供

・自宅療養者への医療支援体制の強化

・23区・調布市を含む多摩６市におけるまん延防止等重点措置の実施（4/9～)

・まん延防止等重点措置を踏まえた調布市の対応方針を決定（4/12）

・調布駅前広場診療所（ワクチン集団接種会場）の設置

・新型コロナワクチン初回（１・２回目）接種の開始（4/22）

・国立大学法人電気通信大学（以下「電気通信大学」という。）による，調布駅前広場診療所

（ワクチン集団接種会場）及び市役所本庁舎の３密状態の見える化の共同実証実験（4/22～)

・緊急事態宣言を踏まえた調布市の対応方針を決定（4/26）

R3.5 ・緊急事態宣言延長（5/12～6/20）

・自衛隊大規模接種センターで新型コ

ロナワクチン接種を開始（5/24～）

・ワクチン接種促進に伴う地域診療所

等への協力金支給

・中小事業者等月次支援給付金の支給

・市報新型コロナワクチン臨時号の発行（第２弾接種について）（5/16）

・緊急事態宣言の延長を踏まえた調布市の対応方針を決定（5/11）

・緊急事態宣言の再度延長を踏まえた調布市の対応方針を決定（5/31）

R3.6 ・まん延防止等重点措置発出

（6/21～7/11）

・まん延防止等重点措置の実施

（6/21～7/11）

・回復期支援病院の確保

・一定要件を満たした店舗で酒類提供

可

・飲食店等への協力金の支給

・新型コロナワクチン個別接種の実施（6/1～)

・市報新型コロナワクチン臨時号の発行

（第３弾接種について）（6/2）

・文化会館たづくりにおける新型コロナワクチン集団接種の

実施（6/10～)

・まん延防止等重点措置を踏まえた調布市の対応方針を決定

（6/21）

・中小企業等新型コロナウイルス感染予防対策補助事業

（令和３年度）の実施

R3.7 ・緊急事態宣言発出（7/12～8/22）

・東京2020オリンピック競技大会開催

・入院待機ステーション開設

・大学と連携したワクチン大規模接種

会場設置

・飲食店等への休業・時短要請（7/12

～9/30）

・緊急事態宣言を踏まえた調布市の対応方針を決定（7/12）

・市報新型コロナワクチン臨時号の発行（18歳以上の接種について）（7/13）

・調布っ子応援プロジェクト(第３弾)

・子育て世帯生活支援特別給付金～子育て家庭への生活支援事業～

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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第４波・第５波（R3.4～R3.10）②

国・社会全体 東京都 調布市

R3.8 ・緊急事態宣言延長（8/23～9/12）

・重症者等以外の原則自宅療養

・東京2020パラリンピック競技大会開

催

・東京都・調布市グリーンホールワク

チン接種会場を設置し，教育関係者

などを対象に接種を実施（8/3）

・酸素ステーション整備（都民の城）

・訪看ステーションと連携した自宅療

養者への健康観察開始

・妊婦等へのワクチン接種促進，支援

強化

・調布市及び周辺５市連名で「二次保健医療圏(北多摩南部医療圏）内の臨時医療施設開設に関

する緊急要望」を都知事に提出

・電気通信大学における新型コロナワクチン集団接種の実施（8/1～9/25）

・自宅療養者への食糧支援・パルスオキシメーターの貸与事業開始

・緊急事態宣言を踏まえた調布市の対応方針を決定

（8/20）

・調布市プレミアム付き商品券事業（第１弾）の実施

・ひとり親世帯臨時特別給付金

R3.9 ・緊急事態宣言の延長（9/13～9/30）

・政府対策本部「新型コロナウイルス

感染症に関する今後の取組」

・酸素・医療提供ステーション整備

（築地・調布）

・都大規模接種会場対象を拡大

・飲食的経営基盤強化への支援

・繁華街や高齢者施設等における戦略

的・集中的な検査の継続

・緊急事態宣言を踏まえた調布市の対応方針を決定（9/13）

・東京都オリンピック・パラリンピック準備局

調布庁舎（味の素スタジアム内）に酸素・医療

提供ステーション設置（9/18～)に伴う周知

R3.10 ・岸田内閣発足 ・リバウンド防止措置（10/1～10/24）

・飲食店等の時短要請（10/1～10/24）

・大規模接種会場の増設（東京ドーム

等）

・認証店のみ酒類提供可（10/1～）

・非認証店も酒類提供可（10/25～)

・感染防止対策を徹底した部活動の実

施，修学旅行等の延期

・緊急事態宣言の解除を踏まえた調布市の対応方針を決定（10/1）

・新型コロナワクチンの予約なし接種を調布駅前広場診療所で実施

・東京都の基本的対策徹底期間における調布市の対応を決定（10/25）

・調布市公共施設の開館・利用における感染拡大防止ガイドラインを改定（10/25）

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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第6波（R3.11～R4.5）
国・社会全体 東京都 調布市

R3.11 ・オミクロン株を懸念される変異株に

位置付け

・「３つの密」の回避等をはじめとし

た基本的な感染防止策の徹底につい

て協力を依頼

・TOKYOワクションアプリ開始（11/1）

・キャッシュレス決済ポイント還元事業（第１弾）の実施

・調布市プレミアム付き商品券事業（第２弾）の実施

・東京都主催の新型コロナウイルス感染症モニタリング検査を調布駅前広場で実施開始

・東京都の基本的対策徹底期間における調布市の対応を決定（11/29）

・調布市公共施設の開館・利用における感染拡大防止ガイドラインの改定（11/29）

R3.12 ・アプリによるワクチン接種証明開始 ・高機能型酸素・医療提供ステーショ

ン（旧赤羽中央総合病院）設置

・新型コロナワクチン追加（３回目）接種の開始

・調布市医師会による自宅療養者支援体制の強化（12/1～)

・子育て世帯臨時特別給付金

R4.１ ・まん延防止等重点措置(1/21～3/21)

・５～11歳へのワクチン接種実施を承

認

・濃厚接触者待期期間短縮

・不要不急の外出自粛を要請

・都庁南展望室ワクチン接種センター

開設（1/26）

・自宅療養サポートセンター（うちさ

ぽ東京）の開設（1/31）

・東京都の基本的対策徹底期間及びオミクロン株の急速拡大に伴う緊急対応を踏まえた調布市

の対応方針の決定（1/12）

・住民税非課税世帯等への臨時特別給付金事業の実施

・まん延防止等重点措置を踏まえた調布市の対応方針を決定（1/21）

・調布市新型コロナ自宅療養者支援センターでの支援を開始

R4.2 ・立川南ワクチン接種センター開設

（2/1），医療機能強化型，妊婦支援型，

高齢者等医療支援型の臨時医療施設

を整備（2/19）

・東京都神代植物公園ワクチン接種会

場を設置し，自力の移動が困難で介

助者が運転する車で来場する１８歳

以上を対象に接種を実施（2/27）

・抗原定性検査キットの配布開始

（2/8）

・電気通信大学における新型コロナワクチン集団接種の実施（2/21～4/4）

・調布市グリーンホールにおける東京都PCR等検査無料化事業の実施（2/2～3/30）

・【木島平村×調布市】新型コロナウイルス感染症終息祈願花火の打ち上げ（2/4）

R4.3 ・リバウンド警戒期間（3/22～4/24） ・事業復活支援金等を受給した方のた

めの緊急支援の実施

・新型コロナワクチンの小児（５～11歳）への接種開始（3/5～)

・まん延防止等重点措置再延長を踏まえた調布市の対応方針を決定（3/7）

・リバウンド警戒期間における調布市の対応方針を決定（3/23）

・調布っ子応援プロジェクト(第４弾)～食と学びの応援事業～

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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第７波（R4.6～R4.9）

国・社会全体 東京都 調布市

R4.4 ・リバウンド警戒期間（4/25～５/22） ・高齢者施設，障害者施設向けに専用

相談窓口の開設及び即応支援チーム

の派遣を開始（4/28）

・新型コロナワクチンの小児（12～17歳）への接種開始（4/4～)

・リバウンド警戒期間(延長)における調布市の対応方針を決定（4/25）

R4.5 ・基本的な感染防止対策の徹底と感染

を拡げないための行動等を依頼

・認証店の人数制限は終了

・住民税非課税世帯等への臨時特別給付金事業の実施

・リバウンド警戒期間後（５月23日以降）の調布市の対応方針を決定（5/23）

R4.6 ・酸素・医療提供ステーション（調布

庁舎）の後継施設として，酸素・医

療提供ステーション（立川）を開設

（6/21）

・新型コロナワクチン追加（４回目）接種の開始

・中小企業等新型コロナウイルス感染予防対策補助事業（令和４年度）の実施

R4.7 ・病床，診療・検査医療機関のひっ迫

回避に向けた対応を決定

・4回目接種対象者拡大

・高齢者等医療支援型施設を世田谷玉

川（7/21）・渋谷（7/31）に開設

・感染拡大時療養施設（高松）の運用

を開始（7/27）

・調布LINE公式アカウントサービスの開始（新型コロナ関連情報のメニュー含む）

・新型コロナワクチン 12～17歳に３回目接種を開始

・低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（調布市独自分）の実施

・子育て世帯生活支援特別給付金

R4.8 ・有症状者向け抗原定性検査キットの

配布を開始（8/1）

・調布駅前広場診療所での新型コロナワクチン集団接種を終了

R4.9 ・発生届の全数届出の見直し（9/26） ・抗原検査キットの無料配布対象を全

年齢に拡大

・東京都の市区町村別感染者公表終了に伴い，市内感染者情報の公表を終了

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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第８波（R4.10～R5.5）
国・社会全体 東京都 調布市

R4.10 ・入国者の入国要件緩和等，水際対策の緩和

（10/11）

・「東京都陽性者登録センター」の受付

時間を24時間に拡大（10/20）

・調布市役所診療所（ワクチン集団接種会場）の設置

・新型コロナ オミクロン株対応ワクチン，乳幼児（６か月～４歳）の接種開始

R4.11 ・調布市の感染拡大防止の対応方針を決定（11/28）

・調布市公共施設の開館・利用における感染拡大防止ガイドラインの改定（11/28）

・調布っ子応援プロジェクト(第５弾)～キャッシュレス決裁ポイント付与事業～

R4.12 ・予防接種法一部改正（特例臨時接種の法的根

拠廃止等）（12/9）

・高齢者等医療支援型療養施設（立飛・

高松）を宿泊療養施設に転換（12/1）

・「東京都臨時オンライン発熱診療セン

ター」の解説（12/12）

・キャッシュレス決済ポイント還元事業（第２弾）の実施

R5.1 ・イベント開催制限緩和等，基本的対処方針変

更（1/27）

・新型コロナの感染症法上の位置づけ変更等の

方針（1/27）

R5.2 ・マスク着用の見直し方針の提示（2/10）

R5.3 ・マスク着用の見直し方針（3/13） ・マスク着用を個人の判断に変更

（3/13）

・有楽町駅前地下ワクチン接種会場，立

川南ワクチンセンター運営終了

（3/31）

・国のマスク着用の見直し方針に基づき，市においても着用は個人の判断に委ねるこ

とを基本に見直し

・調布市の感染拡大防止の対応方針の決定（3/13）

・調布市公共施設の開館・利用における感染拡大防止ガイドラインの改定（3/13）

R5.4 ・都民・事業者への要請・協力依頼及び

東京都新型コロナウイルス対策本部の

終了を決定（4/28）

R5.5 ・新型コロナの感染症法の分類を５類に移行

（5/8）

・新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処

方針の廃止

・隔離のための宿泊療養は終了（5/7），

高齢者・妊婦支援型を継続

・新型コロナの感染症上の分類が５類に移行することを受け，以降後の市の対応方針

を決定（5/2）

・調布市新型コロナウイルス感染症対策本部の終了（5/31）

・調布市立学校における感染症予防ガイドライン（新型コロナウイルス感染症）を廃

止（5/7）※策定後10回改訂

R5.7 ・キャッシュレス決済ポイント還元事業（第３弾）の実施

・調布っ子応援プロジェクト(第６弾)～キャッシュレス決裁ポイント付与事業～

第１章 感染状況の推移と国・東京都・市の動き
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回 開催日 議題

1 令和２年２月19日 国や東京都等の状況や市の対応状況の情報共有

2 令和２年２月20日 新型コロナウイルス感染症対策区市町村連絡調整会議の
報告を受けイベントの開催や職員の感染予防対策につい
て検討

3 令和２年２月21日 厚生労働大臣の会見を受けイベントの開催検討

4 令和２年２月26日 専門家の意見を伺い，市が主催するイベント等の開催に
関する対応方針を決定

5 令和２年３月10日 予定されている新型インフルエンザ等対策特別措置法の
改正を踏まえた市の対応を検討
市が主催するイベント等の開催に関する対応方針の期間
を当面３月末まで延長することを決定

6 令和２年３月12日 市が主催するイベント等の開催に関する対応方針を改定，
国がクラスターの発生を防止するために示した内容を追
加し改定（４月30日まで）

7 令和２年３月16日 市職員の新型コロナ感染への対応，経済的影響による経
営相談等への対応強化を検討

8 令和２年３月26日 ３月25日に東京都知事が感染者の爆発的な増加を防ぐた
め記者会見，市の対応を検討

9 令和２年３月30日 新型コロナの感染拡大に関する今後の対応等について
（市施設の利用等の休止，市主催イベントの自粛など）

▼調布市健康危機管理対策本部会議 開催内容

01 調布市健康危機管理対策本部会議の設置

令和２年１月，東京都内で初の新型コロナ患者が報告されました。強い感染力

や重篤な肺炎などの症状をもたらすとされる未知の感染症が身近なところまで

迫っていることから，市民にも不安が広がりつつありました。

このことを受け，市は，令和２年２月に市長を本部長とする「調布市健康危機

管理対策本部会議」を設置し，新型コロナに係る国・東京都などからの情報の収

集，調布市医師会ら識者からの意見集約，イベントの実施可否，経済的影響，職

員の対応等について集中的に検討を行い，逐次方針を決定しました。

調布市健康危機管理対策本部会議
市民の生命及び健康の安全を脅かす公衆衛生上の緊急事態に対し，被害の拡大

の防止，発生の予防等に取り組むため設置します。本部長（市長）・副本部長

（副市長）・本部員（教育長，各部長，東京都多摩府中保健所長，調布市医師会

長）で構成します。

調布市健康危機管理対策本部会議連絡会
令和２年１月29日に，福祉健康部次長，関係する各課長により，感染症の予防

対策に向けた情報共有・意見交換を実施しました。

第２章 対策会議の設置と市の対策方針



令和２年３月，国は初の「緊急事態宣言」の発出を検討し，３月25日の都知

事会見で「感染爆発の重大局面」というコメントが示されました。

新型コロナの感染状況が一段と深刻化していることに伴い，市は「調布市健康

危機管理対策本部」（→前ページ）を新型インフルエンザ等対策特別措置法に基

づく対策本部に移行させ，令和２年４月２日付けで「調布市新型コロナウイルス

感染症対策本部」 （以下「対策本部」という。）を設置し，市として必要な対

策をより機動的かつ迅速に講じるための体制を構築しました。

対策本部は感染の拡大や重要事項の審議など状況に応じ随時開催し，新型コロ

ナに係る市の対策について，調布市医師会，調布警察署，調布消防署及び調布市

商工会と市特別職・市各部の連携体制の下，国や東京都の状況に関する情報共有

を図るとともに，市の対応等を協議し，迅速な意思決定を図りました。

調布市新型コロナウイルス感染症対策本部
本部長（市長），副本部長（副市長，教育長），本部員（調布消防署，市各部

長職），アドバイザー（調布市医師会，調布警察署，調布市商工会）により構成

します。

令和２年４月２日に開設し，令和５年５月８日付けで新型コロナウイルス感染

症の感染症法の類型移行により，国及び東京都の新型コロナウイルス感染症対策

本部が廃止されたことに伴い，令和５年５月31日の第39回会議をもって対策本

部を廃止しました。
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02 調布市新型コロナウイルス感染症対策本部の設置

回 開催日 議題

1 令和２年４月２日 ・対策本部を設置
・国・東京都等の動向，市の対応状況の情報共有
・小・中学校の再開，施設の貸出・開館，イベント等の
開催について協議

2 令和２年４月７日 ・緊急事態宣言を見据え市の対応状況等について協議
・国・東京都等の動向について情報共有

3 令和２年４月10日 ・国の緊急事態宣言の発出，東京都の緊急事態措置等の
実施を受け，感染拡大防止に必要な対応等を協議

・市独自のコールセンター設置やテレワーク実施等につ
いて検討

・市の取組状況（懸垂幕の作製，調布駅前広場への広告
塔の設置，窓口防護措置等）について確認

4 令和２年４月21日 ・緊急事態宣言の発出及び緊急事態措置等の実施から約2
週間が経過するなか，国・東京都の動向について情報
共有

・市の取組状況（マスク等の購入・配布，AIチャット
ボットの試行導入，庁用車による外出自粛放送等）に
ついて確認

5 令和２年５月１日 ・大型連休中の感染防止対策のほか，緊急事態宣言の期
間延長に向けた動向等を踏まえた対応等について検
討・協議

・市の取組状況（公遊園遊具の使用禁止措置，自治会へ
の啓発用チラシの配布，東京都と連携した取組等）に
ついて確認

▼調布市新型コロナウイルス感染症対策本部 開催内容

第２章 対策会議の設置と市の対策方針
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回 開催日 議題

13 令和２年12月22日 ・感染者数が急増していることを踏まえ，国・東京都の
動向，調布市公共施設の開館・利用における感染拡大
防止ガイドラインの改訂，ワクチン接種体制整備等に
ついて協議・確認

14 令和３年１月12日 ・国の緊急事態宣言の発出，東京都の緊急事態措置等の
実施を受け，感染拡大防止に必要な対応等について協
議，ワクチン接種に向けた庁内体制の拡充について確
認

15 令和３年２月４日 ・国の緊急事態宣言の延長を受け，東京都の緊急事態措
置等の内容，ワクチンの接種体制の確保について確認

16 令和３年３月10日 ・国の緊急事態宣言の延長を受け，東京都の緊急事態措
置等の内容，ワクチンの接種体制の確保について確認

・緊急事態宣言を踏まえた市の対応方針等について確認

17 令和３年３月22日 ・国の緊急事態宣言の解除を受け，緊急事態宣言の解除
に伴う市の対応方針等について確認

18 令和３年４月13日 ・まん延防止等重点措置を受け，今後の市の対応につい
て協議

・国・東京都等の動向，市の対応状況（高齢者ワクチン
接種対応，PCRセンター状況）について情報共有

19 令和３年４月26日 ・３回目の緊急事態宣言を受け，今後の市の対応につい
て協議

・国・東京都等の動向について情報共有
・PCRセンターの一時休止，公共施設の利用休止につい
て確認

回 開催日 議題

6 令和２年５月６日 ・緊急事態宣言の期間延長を受け，今後の市の対応につ
いて協議

・市の取組状況（特別定額給付金の対応，連休期間中の
庁用車による外出自粛放送，PCRセンターの検討等）
について確認

7 令和２年５月18日 ・国の緊急事態宣言の区域変更（39県で解除）及び東京
都の緊急事態措置等に関わる方針等の決定を受け，市
の対応について協議

・市の取組状況（調布市PCRセンターの概要，特別定額
給付金の対応，市の緊急対応等について確認）

8 令和２年５月26日 ・国の緊急事態宣言の解除及び東京都の緊急事態措置等
の終了を受け，この間臨時休業や一部サービスの休止
を実施していた市内の公共施設等に関する開館・利用
再開，今後の感染拡大防止に必要な対応等について協
議・確認

9 令和２年６月25日 ・この間における市の緊急対応の取組，市内の公共施設
等の開館・利用再開状況，今後の感染拡大防止に必要
な対応等について協議・確認

10 令和２年７月28日 ・感染者数が増加していることを踏まえ，国・東京都の
動向，多摩府中保健所管内の各市感染者数及び新規感
染者数等について協議・確認

11 令和２年９月25日 ・調布市医師会長による新型コロナウイルス感染症に関
する専門知識及び現場体験に基づく講話のほか，11月
末までの催物の開催制限等について確認

12 令和２年11月24日 ・国の緊急事態宣言の解除を受け，緊急事態宣言の解除
に伴う市の対応方針等について確認

第２章 対策会議の設置と市の対策方針
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回 開催日 議題

25 令和３年９月13日 ・国の緊急事態宣言の再々延長を受け，市の対応につい
て協議

・東京都による味の素スタジアム内での酸素・医療提供
ステーションの設置，市の体制，整備について確認

26 令和３年10月１日 ・国の緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置の解除か
ら，東京都のリバウンド防止措置への移行を受け，今
後の感染拡大防止に必要な対応等について協議・確認

27 令和３年10月25日 ・東京都のリバウンド防止措置期間が終了し基本的対策
徹底期間への移行を受け，今後の市の対応について協
議

・国・東京都等の動向について情報共有
・市の取組状況（施設利用の再開，ワクチン接種状況
等）について確認

28 令和３年11月29日 ・東京都の基本的対策徹底期間の継続を受け，今後の市
の対応について協議

・国・東京都等の動向について情報共有

29 令和４年１月12日 ・東京都のオミクロン株の急速拡大に伴う緊急対応を踏
まえ，今後の市の対応について協議

・国・東京都等の動向について情報共有

30 令和４年１月21日 ・国のまん延防止等重点措置を受け，今後の市の対応に
ついて協議

・国・東京都等の動向について情報共有
・市の取組状況（ワクチン３回目接種体制，施設利用・
イベントの制限等）について確認

31 令和４年２月10日 ・国のまん延防止等重点措置の延長を受け，今後の市の
対応について協議

・国・東京都等の動向について情報共有
・ワクチン集団接種日程（調布駅前広場診療所，電気通
信大学)について確認

回 開催日 議題

20 令和３年５月11日 ・緊急事態宣言の期間延長を受け，今後の市の対応につ
いて協議

・国・東京都等の動向について情報共有
・市の取組状況（ワクチン個別接種の開始，施設利用の
休止，制限，中小企業支援等）について確認

21 令和３年５月31日 ・緊急事態宣言の期間再延長を受け，今後の市の対応に
ついて協議

・市の取組状況（高齢者ワクチン接種終了時期，ワクチ
ン個別接種，公共施設利用制限の継続等）について確
認

22 令和３年６月21日 ・緊急事態宣言からまん延防止等重点措置への移行を受
け，今後の市の対応について協議

・国・東京都等の動向について情報共有
・市の取組状況（基礎疾患を有する方のワクチン予約，
施設利用人数の制限，オリンピック関係イベントの中
止）等について確認

23 令和３年７月12日 ・４回目の緊急事態宣言の発出を受け，今後の市の対応
について協議

・国・東京都等の動向について情報共有
・市の取組状況（電気通信大学を会場としたワクチン大
規模接種，オリンピック現地観戦の中止等）について
確認

24 令和３年８月20日 ・国の緊急事態宣言の再延長決定を受け，市の対応につ
いて協議

・デルタ株に関して情報共有
・市の取組状況（調布駅前広場診療所のワクチン集団接
種予約開始，在宅療養者支援，設備・イベントの制限
等）について確認
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回 開催日 議題

38 令和５年５月２日 ・新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行決定さ
れたことを踏まえ，今後の市の対応について書面配布
にて情報共有

・国・東京都等の動向，５類移行後の市の対応について
情報共有

39 令和５年５月31日 ・５類移行後のゴールデンウィーク明けの感染状況を踏
まえ，今後の市の対応について協議

・国・東京都等の動向について情報共有
・５類移行後の市の感染状況，ワクチン接種について情
報共有

回 開催日 議題

32 令和４年３月７日
（書面開催）

・国のまん延防止等重点措置の再延長を受け，今後の市
の対応について協議

・国・東京都等の動向について情報共有

33 令和４年３月23日 ・東京都のリバウンド警戒期間における取組を踏まえ，
今後の市の対応について協議

・市の取組状況（イベント・施設利用の対応，ワクチン
接種状況等）について確認

34 令和４年４月25日 ・東京都のリバウンド防止措置期間が延長されたことを
踏まえ，今後の市の対応について協議

・国・東京都等の動向，市の対応方針（学校施設開放
等）について情報共有

35 令和４年５月23日 ・東京都のリバウンド防止措置期間が終了したことを踏
まえ，今後の市の対応について協議

・国・東京都等の動向について情報共有
・リバウンド警戒期間における市の対応方針について情
報共有

36 令和４年11月28日 ・東京都の感染拡大防止の取組が発表された以降の，市
の対応について協議

・国・東京都等の動向について情報共有
・市の感染拡大防止の対応方針について情報共有
・12月から医師会と連携し，自宅療養者医療支援チーム
を再開

37 令和５年３月10日 ・国から示されたイベント開催制限やマスク着用の考え
方の見直し等の方針を踏まえ，今後の市の対応につい
て書面配布にて情報共有

・国・東京都等の動向について情報共有
・市の感染拡大防止の対応方針及び公共施設の開館・利
用における感染拡大防止ガイドラインについて報告
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新型コロナの感染拡大が続く中，適宜適切に施策を講じるよう努めてきました

が，終息は見えず，新型コロナ対応は長期化することも想定されました。

体系的・戦略的に新型コロナと向き合うため，市は令和２年５月に，「緊急対

応 ３つの柱」（のちに「感染症対応 ３つの柱」として更新）を基軸として，

市民一人ひとりの命と健康，安全と安心を守ることを第一に，市民生活や地域経

済への影響を把握していく中で，国や東京都の緊急対策の実施をはじめ，関係機

関との連携のもと，さまざまな対策に取り組むことを宣言しました。
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03 調布市の対策方針 「感染症（緊急）対応３つの柱」

第１の柱

感染症の拡大防止に向けた取組

感染症の拡大防止に向けた行動（不要不急の外

出自粛や「３つの密」の回避など）をより一層徹

底していただくよう，適時適切な情報提供・情報

発信に取り組みます。

地域の医療体制を支援するとともに，調布市医

師会や多摩府中保健所などの関係機関と連携し，

感染症の拡大防止に向けた対策に取り組みます※。

（追加更新項目）新型コロナウイルスワクチン接

種の円滑な実施に向け，必要な体制を整備します。

第２の柱

市民生活及び子どもたちへの支援

感染症拡大の長期化などにより，生活に不安を

抱える市民に寄り添い，市民生活を支えるため，

国や東京都，関係機関と連携しながら支援策に取

り組みます。

感染症拡大防止に取り組む環境の中で，子ども

たちの健やかな成長を支えるとともに，子育て家

庭を支援します。

（追加更新項目）コロナ禍で孤独や孤立など様々

な困難を抱える女性や若者，高齢者などへの相談

支援に取り組みます。

※市の具体的な取組

①発熱外来
発熱外来設置医療機関への支援，PCR検査センターに患者を紹介した
発熱外来医療機関への助成

②PCR検査
調布市PCRセンター（→P.33）の設置

③陽性者の治療・療養
新型コロナ患者の入院を受け入れた市内医療機関への整備費の支援等

第３の柱

地域経済への支援

調布市商工会と連携し，感染症拡大の影響を受

けている市内中小企業・小規模事業者を対象とし

た相談窓口を設置し，経営や事業資金に関する相

談に対応します。

市内事業者の事業継続に向け，国や東京都の緊

急対策と連動しながら，調布市商工会や商店会な

どと連携し，支援策に取り組みます。
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第３章
感染症対策 第１の柱 感染症の拡大防止に向けた取組①

市民への医療的対策
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新型コロナの患者が都内でも広がり始めた令和２年４月，調布市新型コロナウ

イルス感染症対策本部（→P.27）でも，多摩府中保健所や感染症指定病院など

医療提供体制のひっ迫した状況や，感染経路が不明の感染者が増えている状況が

報告され，地域におけるＰＣＲ検査センターの設置検討の必要性などについて意

見がありました。

市としては，可能な限りの医療体制の保持と運営に関して，行政としてできる

限りのすべての事を成し遂げるように協力体制を構築することを最優先に急ピッ

チで進め，東京都や調布市医師会とも連携し，近隣住民の方の協力を得ながら，

令和２年５月20日に調布市ＰＣＲセンターを開設しました。

調布市PCRセンターは，医師・看護師（医師会），事務・誘導（市職員）の

複数体制で，輪番で実施し，受診する方は医療機関での受診後，自家用車でセン

ターまでお越しいただき，ドライブスルー形式で検査を行いました。また，民間

救急事業者による送迎車を準備し，自家用車の手配ができない方への検査を実施

しました。

特に感染拡大初期は，保健所や医療機関の検査対応も困難であったことから，

大きな効果を発揮しました。

33

01 検査体制の構築

年度 調布市PCRセンター実施回数（回） 調布市PCRセンター検査数（人）

R2 90 680

R3 5 12

▼調布市ＰＣＲセンターの実施状況

主に小児を対象とした出張ＰＣＲ検査の実施
新型コロナ拡大初期は，保育園等におけるクラスター発生や，小児科系医療機

関における患者急増により診療が困難になる事案が発生しました。このため，調

布市医師会の医師・看護師の協力を得て，保育園等への出張ＰＣＲ検査を実施す

るとともに，調布市役所庁舎の敷地内に仮設の検査場を設置し，ドライブスルー

形式による夜間の出張ＰＣＲ検査を実施しました。

年度 市施設 市役所敷地 学校 保育園・幼稚園

実施数 検査数 実施数 検査数 実施数 検査数 実施数 検査数

R2 8 158

R3 3 19 16 211 2 34 23 394

R4 45 545

▼主に小児を対象とした出張ＰＣＲ検査の実施状況
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障害者施設におけるPCR検査
新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため，市内障害者通所施設等が職員

や利用者に対してＰＣＲ検査等を実施した場合に要する経費を補助しました。

高齢者施設におけるPCR検査
新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため，市内高齢者施設が職員や利用

者に対してＰＣＲ検査等を実施した場合に要する経費を補助しました。
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02 高齢者・障害者施設等におけるPCR検査，補助等

年度 施設数（箇所） 職員（人） 利用者（人）

R2 22 522 590

R3 50 1,946 3,843

R4 45 1,336 3,782

R5 28 123 1,622

▼障害者施設におけるPCR検査実績

保育施設等における感染拡大防止事業補助金
保育施設や幼稚園等において，マスクや消毒液等の衛生用品や感染防止用の備

品等を購入した費用について補助金を交付しました。

介護施設及び障害者施設従事職員支援事業（令和２年度）
新型コロナウイルスが感染拡大するなか，介護等サービスの提供に御尽力をい

ただいている介護施設等従事職員に対して，感謝の意を込め，ギフトカードと

メッセージカードを合計3,770人に贈呈しました。

市立障害者入所施設への簡易陰圧装置の設置
新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため，市が設置する障害者入所施

設に，感染者の隔離対応のための簡易陰圧装置を設置しました。

年度 施設数（箇所）

R2 107

R3 109

R4 106

R5 39

▼保育施設・幼稚園等における衛生用品・感染防止備品購入費補助実績

年度 職員（人） 利用者（人） 合計（人）

R2 199 193 392

▼高齢者施設におけるPCR検査実績
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令和４年４月以降も，調布駅前広場に仮設テントを設置して無料検査事業が継

続されたほか，その後市内に複数の検査会場が設置されたことで，市民の不安や

感染拡大の防止に貢献しました。

令和３年11月頃から始まった「第６波」において拡大した変異株のオミクロ

ン株は感染力が極めて強く，抗原検査キットなども品切れ状態が続き，医療機関

も逼迫して検査等を受けることが困難となりました。

このため，東京都は令和３年12月から「東京都PCR等検査無料化事業」を開

始し，希望する都民が無料でＰＣＲ検査を受けられる会場を設置することとしま

した。無料PCR検査は，検体を検査センターに送付して分析するため判定に時

間を要しますが，抗体検査キットによる自己検査と比べて検査の精度が高く，自

覚症状がないものの，罹患された方との接触があったり，旅行や帰省の前に無自

覚のまま罹患していないかを検査したい方などを受け入れることで，感染拡大の

抑制につなげました。

市内でも薬局など民間施設等に設置が始まっていましたが，市も，より多くの

市民に検査の機会を提供するために，改修工事中だった調布市グリーンホールの

作業等を調整することにより，令和４年２月２日から３月30日までの間，概ね

週６日間，調布市グリーンホール小ホールを東京都の無料ＰＣＲ等検査会場とし

て開放することとしました。

調布駅前広場の検査会場では，インターネットによる申込を可能としたほか，

専用コールセンターも開設され，最大で一日300人以上の方が無料でPCR検査を

受けることができる体制を確保し，市内医療機関の負担軽減にもつながりました。
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▼調布駅前における東京都モニタリング検査会場（のちに無料PCR検査会場）

03 東京都による無料PCR検査の実施
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臨時医療施設開設の緊急要望
令和３年８月頃に発生した「第５波」において，感染力が強いデルタ株の拡大

により患者が急増し，特に呼吸器系に基礎疾患がある方が重篤化する事態が頻発

し，救急体制の逼迫や，医療機関も病室や機材が不足する事態におかれました。

重篤化しても適切な医療を受けられず，やむなく自宅療養する患者が急増する

事態を受け，令和３年８月に東京都市長会から東京都知事宛に「新型コロナウイ

ルス感染急拡大から市民を守るための緊急要望」が提出されました。

さらに，同月に北多摩南部医療圏に属する６市（武蔵野市・三鷹市・府中市・

調布市・小金井市・狛江市）の市長名で，東京都知事に「二次保健医療圏（ 北

多摩南部医療圏） 内の臨時医療施設開設に関する緊急要望」を提出し，臨時医

療施設の複数の形態のうち可及的速やかに開設可能な施設を北多摩南部医療圏内

に設置することを求めました。

味の素スタジアム内に酸素・医療提供ステーションを設置
東京都は，令和３年８月に旧国立児童館こどもの城の跡地に「都民の城」酸素

ステーションを設置しました。

臨時医療施設開設に関する緊急要望の提出翌月の９月18日に，東京都は味の

素スタジアム内のオリンピック・パラリンピック準備局調布庁舎に，多摩地区初

となる酸素・医療提供ステーションを設置しました。
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04 東京都による酸素・医療提供ステーションの設置

酸素ステーションは，自宅療養中の新型コロナウイルス感染症患者で，自ら救

急搬送を要請した方のうち，軽傷と判断された方を一時的に受け入れ，常駐する

医師が，必要に応じて酸素投与等を実施する施設です。医師及び看護師は２４時

間常駐し，患者は症状が落ち着いたら自宅へ帰宅します。

自宅療養中の患者で自ら救急搬送を要請した方のうち，軽症等の方を一時的に

受け入れ，酸素や抗体カクテル療法を行うなど，逼迫する医療機関の支援を行い

ました。

また，この施設では，患者の入所の際には東京消防庁の救急車や感染症対応の

特殊車両で搬送し，退所の際も陰圧タクシーや民間救急車等で病院や自宅等に搬

送するなどの対応を行いました。

施設の運営に当たっては，調布市医師会の医師の方々も協力して診療などの対

応を行い，自宅療養者の重症化予防や不安の軽減に貢献しました。

▼酸素ステーション（味の素スタジアム内 調布庁舎）
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05 自宅療養者支援

市では，令和３年２月から，調布市医師会の在宅医療チームの協力を得て「調

布市自宅療養者医療支援システム」を構築し，自宅療養中の新型コロナウイルス

感染者に対し電話対応やオンライン診療，往診の対応を行っていました。

しかし，令和３年８月頃に発生した「第５波」において，感染力が強いデルタ

株が拡大し，新型コロナの患者が急激に増加したことや，呼吸器などに疾患を抱

える，いわゆる基礎疾患のある方が重篤化する事例が相次ぎ，救急搬送や医療機

関はかつて経験したことがないほどの逼迫状態におかれ，患者の受入を大幅に制

限せざるを得ませんでした。医療崩壊ともいわれる事態の発生により，陽性が判

明したものの医療機関にかかることができない「自宅療養者」が大量に発生し，

医療的支援を受けられず，日常生活も制約される中で自宅において長期間の待機

を強いられました。

調布市においても，令和３年８月に市内の自宅療養者の陽性判明者に占める割

合が80％を超えるなど，深刻な状況に陥っていることに鑑み，市による自宅療

養者への支援体制の整備について検討し，令和３年８月２７日から，希望者への

食糧支援・パルスオキシメーターの貸与を開始しました。

食料の支援については，発熱時でも比較的摂取しやすい食品を選ぶとともに，

経口補水液やティッシュ，マスクなどの衛生用品も含めてパッケージングしまし

た。また，希望に応じて紙オムツ（乳幼児用・大人用）や粉ミルク，生理用品を

支援品目に追加しました。
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市内事業者の協力による配達・パッケージング
支援物資の調達及びパッケージングには，調布駅前商店街の皆様の協力のもと，

市職員と１箱ずつ梱包しました。配達に関しては，市職員が分担して，自宅療養

者の玄関前まで届けました。

▼支援物資の内容の一例▼支援物資のパッケージング

パルスオキシメーターの貸与
自宅療養者の健康管理の一環として，医療機関で

新型コロナの陽性が判明した方に，市からパルスオ

キシメーターの貸与を行いました。貸与時には返信

用のレターパックも同梱し，スムーズな回収に努め

ました。

▼パルスオキシメーター
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調布市自宅療養者支援センターの設置
令和３年末から急激に拡大した「第６波」において，従前のデルタ株よりも感

染力が大幅に強い変異株「オミクロン株」が流行したことにより，医療機関は再

び逼迫状態におかれ，さらに多くの自宅療養者が発生しました。

保健所による患者のサポートや東京都の物資支援も滞りがちとなり，多摩府中

保健所管内で新規患者発生数が一日100件を超えた場合は保健所から各市に協力

依頼がなされることとなりました。このことを受け，市は令和３年12月，福祉

健康部健康推進課内に「調布市自宅療養者支援センター」（以下「自宅療養者支

援センター」という。）を設置しました。

自宅療養者支援センターでは，食料品等の支援及びパルスオキシメーターの貸

与を継続するとともに，新たにごみ対策課との協働により，食料品等の配達時に

燃やせるごみ指定収集袋の配布を行い，食料品等の配達時にご本人の安否確認を

するとともに，状況に応じて保健所へ健康観察を依頼しました。

自宅療養中の市民からの相談支援を継続して実施したほか，感染拡大期には多

摩府中保健所からの要請に伴い，令和４年１月13日から保健所の支援対象であ

る高齢者を除く，自宅療養者全員に対し，自宅療養者支援センターから電話によ

るプッシュ型の生活相談とサービス案内を開始しました。その後，新型コロナウ

イルス感染症発生届の届出対象が高齢者等に限定されたことに伴い，令和４年９

月末でプッシュ型相談支援を終了しました。

食料等の配送は延べ1,000件以上，電話による支援は10,000件以上に達し，不

安の中で闘病される市民の支援に全力を尽くしました。
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市内事業者の継続した協力によるパッケージング・配達
令和３年12月からの支援物資の調達及びパッケージングには，継続して調布

駅前商店街の皆様の協力を得て，真冬の酷寒の中献身的に作業いただき，健康推

進課の倉庫や市の防災倉庫に保管しました。

配達に関しては，市職員の他，一般社団法人調布市市民サービス公社の協力も

得て，自宅療養者の自宅前まで配達を行うとともに，担当者から自宅療養者に電

話連絡し，安否確認も含めて対応しました。

▼支援物資のパッケージング
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市報・市ホームページ
毎月５日と20日に全戸配布している市報において，新型コロナの感染拡大に伴

う国・東京都・市の対応，自身の体調管理や行動等について情報発信や啓発を行

い，市民の不安軽減にも努めるとともに，状況に応じ臨時号を特別発行しました。
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06 広報・啓発

▼市報R2.4.20号 ▼市報R2.4.20号臨時号

▼市報R3.1.1新春号２～３面

▼市報R2.5.20号 ▼市報R2.7.5号 ▼市報R2.7.20号 ▼市報R3.1.20号 ▼市報R3.2.5号

▼市報R2.5.5号

▼市報R4.2.5号
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防災行政無線・青色防犯パトロール
市の防災行政無線や青色防犯パトロールを活用し，不要不急の外出の呼びかけ

等を実施しました。
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調布市コロナアプリ
スマートフォン等で新型コロナ

に関する市の情報を確認できるア

プリを，市内企業(株)OpenDNA

との協働で配信しました。

各種SNS等
調布市の公式X（旧Twitter）や

LINEなどで，新型コロナやワク

チン接種等の情報を随時掲載しま

した。

市ホームページ
市ホームページでも新型コロナ関連の情報を

なるべくトップページのわかりやすい場所にコ

ンテンツを配置したほか，市内の感染者情報な

どを随時更新し，市民に必要な情報が届くよう

配慮しました。
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第４章
感染症対策 第１の柱 感染症の拡大防止に向けた取組②

関係団体と連携した対策
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東京都は，これまでの対策の総括において「新型コロナウイルス感染症対策の

基本スタンス」の１つに，下記を挙げています。

何よりも大切な都民一人ひとりの命と健康を守るため

国，区市町村，保健所，医療機関等と連携し

東京の総力を挙げて感染拡大を防止

未知の新興感染症の拡大に対し，状況を的確に把握し，有効な対策を講じるた

めには，関係機関との有機的な連携と，広域の東京都，基礎自治体である市それ

ぞれの役割・優先順位を明確にし，情報共有体制を整備する必要がありました。

東京都による現状の分析，相談・検査体制，医療提供体制，宿泊療養施設・自

宅療養者支援，ワクチン接種促進，事業者・飲食店への要請，社会経済活動維持

等のさまざまな取組を受け，市も市民や市内事業者に直接支援を行う立場から，

対応を協議し，市としての取組を継続しました。

また，オンライン会議などを活用しつつ，日々発信される国・東京都からの指

示・情報を受け，各種支援の実施や，市民への速やかな情報提供に努めました。

42

東京都の各種支援事業
東京都は，状況に応じた機動的な補正予算対応などにより，医療機関支援，介

護・障害・児童福祉施設等への支援，企業等への支援，飲食店の休業等に伴う協

力金，妊産婦等への支援，自宅療養者支援や，PCR検査等の支援を行うととも

に，東京都によるPCR検査会場設置への協力など，市民を守るための取組を連

携して進めました。

自宅療養者の個人情報共有
令和３年７月から10月頃に発生した，いわゆる「第５波」においては，感染

力が強く重症化リスクの高い変異株（デルタ株）への置き換わりが急速に進行し

たことにより，救急医療も逼迫し，多数の自宅療養者が生じ，東京都・都内保健

所だけでは対応が困難となりました。

これを受け，東京都は令和３年９月に，区市町村長宛に「自宅療養者等に対す

る支援活動のための新型コロナウイルス感染症陽性者の個人情報の提供に係る同

意書の提出について」を発出し，市においても市内の自宅療養者支援に向けた

プッシュ型の対応を東京都と連携して行うこととしました。

01 東京都との連携
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東京都多摩府中保健所（以下「多摩府中保健所」という。）は，調布市のほか，

武蔵野市，三鷹市，府中市，小金井市，狛江市の６市を所管しています。圏域内

の人口は100万人以上で，複数の市町村を所管する都道府県型の保健所としては

国内最大級の人口規模です。

新型コロナの感染拡大の初期では，感染症法に基づき，接触者の健康観察や必

要時の検査，患者への聞き取りのほか，患者の相談対応，患者発生状況の報告，

積極的疫学調査※について，多摩府中保健所が第一義的に行いました。また，市

も新型コロナの感染拡大初期から，多摩府中保健所との連携の強化に努め，積極

的に連絡を取り合いながら，感染者に関する情報共有や対応等を随時協議しまし

た。

多摩府中保健所の主導により，各市医師会長や圏域内の拠点病院，各市担当者

などによるオンラインの会議体が設置され，感染者情報，重症患者への対応，刻

一刻と変化する新型コロナの変異種の情報共有，逼迫の一途を辿る医療体制への

対処などを定期的に協議し，迅速な対応を講じられるよう努めました。参加者そ

れぞれが多忙を極める中でも会議は欠かさず開催され，最新の情報や課題を共有

しながら，各時点でそれぞれの果たすべき役割や優先順位を明確にしました。

一方で，感染拡大中期頃からは患者が急増したことにより，都内の保健所は患

者や濃厚接触者等への相談対応，調査等の業務が次第に逼迫し，市も自宅療養者

支援体制の整備（→P.37）など，保健所の業務を補完する積極的な市民への支

援にシフトしていくこととなりました。
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02 多摩府中保健所との連携

新型コロナウイルス感染症対策に係る関係者連絡会
多摩府中保健所が主導し，圏域内６市の医師会長，拠点病院担当医師（東京都

立多摩総合医療センター，武蔵野赤十字病院，杏林大学医学部付属病院（以下

「杏林大学病院」という。），東京慈恵会医科大学附属第三病院（以下「慈恵第

三病院」という。）），圏域内６市の担当職員（新型コロナウイルス感染症対策

担当）を基本メンバーとして，オンラインで開催されました。

令和２年度から令和４年度までほぼ例月で開催され，最前線の医療スタッフ，

保健所，６市の行政が情報提供のうえ現況と課題を共有し，協議を行いました。

保健所と連携した正確な情報発信・支援
特に新型コロナが未知のものであった感染拡大初期は，情報が錯そうし，患者

の発生もセンセーショナルに捉えられることが多く，不正確な噂の拡大や患者へ

の差別的な扱いを避けるためにも，市として正確な情報を把握する必要がありま

した。

多摩府中保健所からは，令和２年の初期の段階から，随時感染者数や国・東京

都の対応，感染者への対応方針，医療連携体制などの連絡を受け，市はその情報

をもとに，関係機関への周知や，市ホームページなどを通じた市民への情報提供

に努めました。

※感染症法上で定めのある感染症について，感染症の発生を予防し，又は感染症の発生の状況，動向及び
原因を明らかにすることを目的として行われる調査
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未知の感染症であっても，市民への医療を止めるわけにはいきません。まだ有

効な治療法やワクチンも開発されていない頃から，その最前線に立って医療を担

う調布市医師会と市の連携強化を図ることは，新型コロナ対策において不可欠で

した。

市は，令和２年の感染初期に設置した「調布市健康危機管理対策本部会議」

（→P.26）や，令和２年４月から令和５年５月まで設置した対策本部

（→P.27）の委員・アドバイザーとして調布市医師会長や理事を招聘し，情報

共有や市の対策の方向性，感染症対策のアドバイスなどをいただくとともに，ワ

クチン接種やPCR検査センター，出張PCR検査の対応，地域医療体制の確保な

ど，さまざまな面から多大なる協力をいただきました。
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03 調布市医師会との連携

新型コロナウイルス感染症対策委員会
調布市医師会の主催により，オンラインで月１回実施（状況により臨時開催）

し，令和５年５月22日までに全41回開催されました。

医師会長が司会進行し，医師会理事，慈恵第三病院及び杏林大学病院の感染症

対策担当の医師，調布消防署，多摩府中保健所企画調整課長とともに，調布市も

副市長以下総合防災安全課，子ども生活部，福祉健康部，教育委員会，新型コロ

ナウイルス感染症対策担当・ワクチン担当など各部署の担当者が出席しました。

各クリニックや病院の感染状況・対策・課題，病院医師による現状の分析と今

後の対策，多摩府中保健所・消防署・市による行政側の状況や対策などを共有し，

時点での対策方針や懸案事項の協議を行い，速やかな意思決定を行いました。

調布市医師会長から緊急メッセージ
市報 令和２年１２月２０号

また，調布市PCRセンター（→P.33）の設

置及び運営の御協力や，市独自の取組として

在宅療養者支援に向けた医療体制の確保等を

いただくなど，対策のフェーズや感染者の状

況に応じ，献身的な対応をいただきました。
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地域医療機関等への支援
新型コロナへの対応を行う医療機関は，これまでにない感染拡大措置や各種検

査，自宅療養者支援などを行うこととなり，市も財政上の支援を実施しました。
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開始時期 事業名 概要

R2.7 外来診療体制等確保支
援事業

（１）新型コロナウイルス感染症疑い患者が，適
切・確実に医療機関を受診できるよう発熱外来を設
し，運営する医療機関に対し整備に係る経費を補助
する。
（２）市が設置した調布市ＰＣＲセンターに新型コ
ロナウイルス感染症疑い患者を紹介した医療機関に
対し，必要な経費を補助する。

R2.7 病床確保事業 新型コロナウイルス感染症患者の入院を受け入れる
市内医療機関に対し，そのための環境整備や医療従
者へ支援などの経費を補助することにより必要な病
床を確保する。

R2.7 発熱外来及びPCRセン
ターの開設・運営に係
る研修会運営費補助

市が設置し調布市医師会が運営する調布市ＰＣＲセ
ンターにおいて，研修等に係る費用を補助すること
により，新型コロナウイルス感染症患者等に対し適
切な医療を提供するための体制を確保する。

R2.7 PCRセンター設備整備
費補助事業

市が設置し調布市医師会が運営する調布市ＰＣＲセ
ンターにおいて，開設に必要な機器等を整備する費
用を補助することにより，新型コロナウイルス感染
症患者等に対し，適切な検査等を提供するための体
制を確保する。

開始時期 事業名 概要

R2.7 PCRセンター設置支援
事業

ＰＣＲセンター設置に向け，すでに開設している自
治体や地区医師会への実地調査と専門的見地から開
催する検討会議に出席した人件費，また開設上必要
な助言を受けたことに対し補助する。

R2.9 PCR検査実施医療機関
支援事業

新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査を実施する
医療機関に対し必要な経費を補助する。

R3.2 在宅療養者に対する医
療等実施医療機関支援
事業

新型コロナウイルス感染症の在宅療養者に対し，健
康管理上必要と認める医療等を医療機関が行った場
合，その医療機関を支援する。

R3.7 自宅療養体制整備 自宅療養者の急激な増加に対し，医師会全体で自宅
療養者支援体制を整備する。（当番医による電話診
療体制確保，輪番制による往診バックアップ医療体
制整備等）

R3.7 訪問看護ステーション
による自宅療養者への
訪問看護

保健所から医療提供の相談があった市民に対する訪
問看護等を実施するための体制を整備する。

R3.7 訪問薬剤師への補助 医療機関から依頼のあった自宅療養者の自宅に薬剤
を届けた場合に支援する。

R3.7 新型コロナ対応医療機
関の臨時的支出に係る
補助

重篤患者用の呼吸補助装置の導入や，ＰＣＲ検査を
実施するための施設・機器等を整備した場合の費用
を補助する。
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年末年始 休日夜間診療所，休日小児科診療の出張開設
休日夜間急患診療は調布市医療ステーションで実施しており，休日小児科診療

は各医療機関で実施していましたが，新型コロナの流行当初，発熱患者が多く発

生する可能性がある年末年始において，待合室のスペース確保や一般患者・発熱

患者の動線対策などを図り，診療を安全に実施するため，市役所本庁舎や文化会

館たづくりに臨時の診察所を設営して診療体制を継続しました。

休日夜間診療 休日小児科診療（昼間） 実施場所

R2.12.26（土）～R3.1.11（月・

祝）の間の土・日・祝・年末年

始の休日

R3.1.1（金） 市役所本庁

めじろホール

R3.12.29（水）～R4.1.3（月）

R4.1.8（土）～1.10（月・祝）

R3.12.29（水）～12.31(金）

R4.1.8（土）～1.9（日）

市役所本庁

めじろホール

R4.12.29（木）～R5.1.3（火）

R5.1.7（土）～1.9（月・祝）

R4.12.29（木）～12.31（土）

R5.1.8（日）～1.9（月・祝）

たづくり西館

保健センター

▼休日夜間急患診療所の出張開設（市役所本庁舎１階めじろホール） 令和３年12月

調布市医師会・医療機関の対応

公益社団法人 調布市医師会 前会長 西田 伸一

令和２年の春ごろ，新型コロナの感染者が都内でも広がり始めました。当初，感染の疑い

がある人については逐一保健所に報告する必要があり，一人一人の患者に時間をかけ，慎重

に対応していました。最初から発熱患者を断らないようにするためには，診療所内のゾーニ

ングが必要です。急遽，自院の一般患者と発熱者の動線を分け，スタッフの感染を防ぐため

のアクリル板を設置するなどしました。

その後も患者は増加し，自院で検査対応が困難な事例も出てくるようになり，ＰＣＲ検査

を集中的に行える施設の設置検討を市とともに始めました。周辺住民の方が未知のウイルス

に不安を覚えるのは当然のことで，施設の設置場所探しは難航しましたが，市の担当者も粘

り強く取組んでくださり，令和２年の５月に設置にこぎつけました。

その後，大変暑い時期や寒い時期の検査実施もありましたが，必要な備品や資材，対応す

る人員も整えていただき，ドライブスルー式の検査は非常にスムーズで，感染拡大初期にＰ

ＣＲ検査センターが果たした役割は大きかったと考えています。

また，感染拡大初期はマスクや防護服，消毒薬なども不足し，医療スタッフが使うものを

確保することも困難でしたが，市が備蓄していた資材から調達いただいたり，寄付としてい

ただいたものも活用してなんとか乗り切りました。

この間，数多くの患者と接しましたが，適切な防護体制を取っていたこともあってか，感

染症法上の２類相当（R5.5まで）の間，私は新型コロナに感染することはありませんでした。

令和３年の春から，新型コロナのワクチン接種が開始されることとなり，市でも，調布駅

前広場という利便性の高い場所に，非常に短い期間で集団接種会場を作っていただきました。

接種体制も，患者が原則同じブースに座ったまま，接種する医師や看護師などが巡回する

「調布方式」をいち早く確立し，多くの接種希望者への対応が可能となりました。自院では

コロナの診療に関われないクリニックの先生方も接種を担当してくださったり，調布市薬剤

師会にも注射の準備に協力いただくなど，多くの方の支援を得て，接種を推進できました。

個別の医療機関でも接種が始まりましたが，希望者の数は極めて多く準備も大変で，当院

でも予約を取る事務担当が相当に苦労していました。

あのときを振り返る
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調布市医師会・医療機関の対応 公益社団法人 調布市医師会 前会長 西田 伸一

自宅療養者の支援も，大きなテーマでした。新型コロナの初期は，医療機関で検査した

患者は，検体を取って結果を伝えたあとは保健所のフォローになり，医療機関はそこで手

を離さざるを得ませんでした。しかし，診断した患者を医療機関で継続して診させていた

だけないかと要望を続け，結果として対応できるようになりました。調布市医師会では，

新型コロナ以前から在宅療養チームがあり，まずはそのチームの９医療機関の先生方と始

めてみることになりました。

次第に患者が増加し，往診の依頼が東京都から入って駆け付けると，ひどい呼吸不全に

陥っているにもかかわらず病院も逼迫していて対応できず，在宅療養チームで医療的ケア

を継続し続ける，といったことも昼夜問わず行っていました。夜遅くまで診察を行い，数

多くの検査結果をHER-SYS（国の感染者等情報把握・管理支援システム)に入力する作業

も非常に大変で，深夜になってやっと入力を始めて，日付が変わっても終わらないことも

しばしばでした。

令和３年の夏ごろに発生した変異株「デルタ株」の拡大は，呼吸器系器官への重症化が

深刻で，救急搬送されても病床が一杯で受入できないケースが頻発しました。危機的状況

を憂慮し，すでに２３区内の会場で設置していた，軽症から中等症の患者に対して酸素投

与や中和抗体薬治療等の医療を提供する「酸素・医療提供ステーション」を多摩地域にも

開設することを，北多摩南部医療圏の市長と医師会長の連名で都知事に要望し，調布市を

含む周辺市にも協力を要請しました。その結果，令和３年９月に，味の素スタジアムの一

角に，東京都による酸素・医療提供ステーションが設置されることとなりました。東京都

が設置を進めていた高齢者等医療支援型施設と合わせ，搬送の受け皿が増えたことは大き

な意義がありましたが，今後同様の新興感染症の発生に備え受入基準等を明確にしておく

などの必要があると感じています。

また，高齢者施設などでの施設内のクラスター対応も頻発し，深刻な状況でした。要請

を受けて駆け付けた施設の一つでは，８０人近い多数の入居者と多くのスタッフが罹患し

ていて，看護師も不足し医療的な対応がほとんどできないままになっており，調布市医師

会の在宅療養チームを動員して，レムデシビルなどを抱えて回ったこともありました。

あのときを振り返る

平成２１年におきた新型インフルエンザの世界的流行（いわゆる「豚インフルエン

ザ」）の際も，私は調布市医師会の感染症対策担当理事でした。当時，対策を講じるにあ

たっては保健所を含めた会議体を作る必要性を強く感じました。このことから，今回の新

型コロナの対応においては，感染拡大初期の段階から調布市医師会でも独自の対策委員会

を立ち上げ，調布市医師会の理事と，多摩府中保健所，域内の大学病院，市，調布消防署

なども参加した会議を定例的に実施し，情報共有と対策に向けた協議を行いました。

新型コロナ対策においては，多摩府中保健所には適宜適切に対応いただきましたが，自

治体単独で保健所があるところに比べると少し距離感も感じました。東京都による今回の

新型コロナ対応の検証の結果，多摩府中保健所にも市町村連携課を設置いただき，日頃か

らの連携を深めていくこととなりました。有事の際に会議体を設置することも大切ですが，

それらがきちんと機能するためには，なによりも平時からの連携が重要と考えます。

新型コロナの対応を振り返り，調布市のみなさんが大変よくやっていただいたことに感

謝しています。

一方で，ＰＣＲ検査センターや医療提供施設などを，自治体が速やかに設置・運営でき

るように平時から準備しておくべきではないかと思います。緊急の時だけ使用するのでは

場の確保は難しいかもしれませんが，普段は事業や研修で使ったり，介護施設として活用

するなどといった仕組みがあるとよいのではないでしょうか。加えて，医療物資や自宅療

養者支援の物資などについても平時からの備蓄が必要かもしれません。

また，平時から医師会と行政，保健所が動ける体制を作っておくことや，新興感染症用

のＢＣＰ作成に取組むこと，感染症に関する研修や教育を，医療介護事業者にも広げ，医

療措置提供機関の連携と質の確保を図ることも重要です。
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令和２年当初，新型コロナは未知のウイルスで，感染のメカニズムや感染力も

わからない部分が多く，有効な治療薬もワクチンも確立していませんでした。特

に，口腔の治療を行う歯科医療機関は，診療そのものにも飛沫感染などによるリ

スクが考えられました。

こうした中，日本歯科医師会の「国民，歯科医師，スタッフの健康と生命を守

りつつ，欠くべからざる歯科医療提供体制を維持する」という方針のもと，調布

市歯科医師会の各医療機関においても，高いレベルでの感染防止対策を徹底し，

自粛による自宅生活や自宅療養を余儀なくされた方々にも，口腔健康管理の重要

性を示しながら，診療を継続いただきました。

また，小島町歯科診療所における障害者歯科診療を，新型コロナの拡大期にお

いても継続し，飛沫感染のリスクが未知であった時点においても，調布市歯科医

師会等のスタッフに対応いただきました。
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04 調布市歯科医師会との連携

調布市歯科医師会の対応

一般社団法人 調布市歯科医師会 会長 村田 功

あのときを振り返る

新型コロナウイルスが広がり始めた令和２年当初，まだ得体も知れない存在でしたが，

急性の呼吸器症状やクルーズ船のクラスター事案における強い感染力から，ただの風邪で

はないことは確かでした。

新型コロナは，飛沫やエアロゾルによる感染があるとされ，口腔内の治療を行う歯科診

療にも，感染の可能性が考えられました。

しかし，そもそも歯科診療は，新型コロナ拡大期に限らず，通常の診療時にもあらゆる

感染症の対策が求められます。多くの場合，歯科医師は普段からゴーグルやマスク，グ

ローブなどを着用し，器具等の滅菌対策を講じています。とはいえ，感染拡大当初はN95

マスクも不足し，不織布マスクだけでは新型コロナを防ぐことは困難でしたが，私自身を

含め，初期の感染流行時に新型コロナに罹患した方はほとんどいませんでした。それは，

こうした普段からの歯科診療上の対策が功を奏したのではないかと考えています。

当時は，歯科診療の受診控えもあったかと思います。しかし，次第に新型コロナの特性

も判明し，インフルエンザと比べて著しく死亡率が異なるものではないことがわかり，ワ

クチンも開発され接種が進んだことで，市民の生活もだんだんと日常に戻っていきました。

新型コロナの拡大は，感染することの怖さもありましたが，特に初期に罹患された方へ

の不当な扱いや行動制限など，未知のウイルスへの社会的な対応の困難さも浮き彫りにし

ました。今後，新興感染症の発生や拡大に備えて，災害対応と同じくらいの意識や準備が

必要ではないかと思います。そのためには組織として対応できる体制を構築する必要があ

り，専門職の考えもふまえた平常時からの連携や訓練などが重要です。

我々歯科医師会も，医師会や薬剤師会，行政とも連携し，次なる新興感染症の対応に向

け，より力強く対応できるよう図って参りたいと思います。
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令和３年５月から開始した，新型コロナワクチンの接種会場である調布駅前診

療所（調布駅前広場）など集団会場におけるワクチンの注射器の準備において，

調布市薬剤師会のスタッフに協力をいただきました。

また，新型コロナで陽性が判明した方は，自宅で療養することを余儀なくされ，

薬剤を取りに行くことができなくなったため，調布市薬剤師会による薬剤の配達

について協力いただきました。

在宅療養者に対する薬剤配達実施事業所支援事業
令和３年７月～10月頃に発生した，いわゆる「第５波」においては，感染力

が強く重症化リスクの高い変異株（デルタ株）への置き換わりが急速に進行した

ことにより，救急医療も逼迫し，多数の自宅療養者が生じ，東京都・都内保健所

だけでは対応が困難となりました。

これを受け，市は新型コロナウイルス感染症の自宅療養者について，医療機関

から依頼のあった者に対して，直接薬局の職員が自宅まで届けた場合に，その薬

局を支援することとしました。
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05 調布市薬剤師会との連携

調布市薬剤師会の対応

一般社団法人 調布市薬剤師会 会長 石川 正敏

あのときを振り返る

令和３年１２月より開始した新型コロナウイルス感染症患者への薬剤配達事業は，

「Cov自宅」と記載された処方箋をファックスで受け取り，調剤後，患者様宅へ薬剤をお

届けし，電話で服薬指導を行うという流れでした。薬剤のお渡しは対面を避けるため，ド

アノブに掛けたり郵便受けに投函するなどの工夫をしました。症状のある患者様が一刻も

早く薬を服用したいと考えるのは当然のことですが，薬局の営業時間中は配達に人員を割

くことが難しく，お届けに時間を要する場合もありました。しかし，お届けが遅いことに

よる苦情はほとんどなく，逆に感謝されることが多く，コロナ禍において医療提供体制の

一端を担えたことを誇りに思っております。

また，調布駅前の集団接種会場おいてコロナワクチンの調製業務も行いました。

上記の薬剤配達事業およびワクチン調製業務は，調布市と調布市薬剤師会との業務委託

契約に基づき進めてまいりました。担当部署である調布市福祉健康部健康推進課とは配達

件数の報告のみならず，途中経過も報告することで緊密な情報共有が図れたと感じていま

す。また，自宅へ配送可能な会員薬局のリスト作成や，各薬局におけるコロナ治療薬の備

蓄状況について，薬剤師会事務局が集約した情報を医師会へ提供することで，医薬連携を

円滑に進めることができたと感じています。

令和６年度の調剤報酬改定において，東京都と医療措置協定（第二種協定）を締結した

薬局は調剤報酬の加算対象となり，多くの薬局が同協定を締結しています。協定内容の一

つとして，N-95マスクやフェイスシールド，ディスポーザブル手袋などの個人用防護具の

備蓄が義務付けられています。

今後，新興感染症が流行した際には，これらも防護具を有効に活用することで，感染症

流行初期における防護具不足といった事態を回避し，薬剤師が適切に患者対応できるもの

と期待されます。
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調布消防署の対応

東京消防庁 調布消防署国領出張所 匂坂 喜代太

当時 東京消防庁調布消防署 警防課 救急技術担当係長

あのときを振り返る

新型コロナの対応に際して，主に下記二点が課題となりました。

●救急活動の延伸

遠方への救急出場による現場到着の延伸や，発熱の有無に関わらず，慢性的に病院選定

に時間を要し，傷病者への負担が増大しました。

●救急隊の労務管理

感染防止対策として，すべての救急事案が２類の感染防止対策を必要とし，身体的及び

精神的疲労が発生しました。また，連続出場により，積載した資器材不足の不安や，食事

が取れないなどの健康不安が発生しました。

新型コロナ対応時には，各種関係機関と連携を図りました。救急要請のひっ迫状況や，

病院選定困難な状況を医師会等の皆様に知っていただくことにより，適切な転院搬送要請

等にご協力いただき，大変感謝しております。また，市内全体での感染症の流行状況や，

ワクチン接種の進捗状況等を把握でき，署員にフィードバックできたことは，大変有効

だったと感じました。

今後の新興感染症の発生に備え，全庁的には，救急隊の増隊，救急相談センターの拡充，

救急車の適正利用広報等を継続的に行っていますが，消防署という観点では，市の担当者

の方々や，地域の先生方との顔の見える関係の構築及び継続が，有事の際には，団結力を

生み出す最も強力な源泉になると感じます。

令和２年度に設置し，令和５年５月まで39回に渡り開催した「調布市新型コ

ロナウイルス感染症対策本部」において，調布警察署・調布消防署の職員に出席

いただき，最新の状況や対応などについて情報共有を行いました。

調布消防署においては，調布市医師会の「新型コロナウイルス感染症対策委員

会」にも出席いただき，救急対応の逼迫状況などについて状況共有やアドバイス

を頂き，医師会や行政の対応の方向性を検討しました。

また，調布警察署においては，特に感染初期においては，マスクの着用や自粛

要請に応じない店舗等に対する市民からの意見などの報告や，署のBCP体制な

どについて報告いただきました。

06 調布消防署・調布警察署との連携
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電気通信大学施設におけるワクチン集団接種
令和３年４月に開設した調布駅前広場診療所（→P.58）でワクチンの集団接

種が始まりましたが，このころはワクチンの供給や配分量もまだ不安定で，接種

を待つ市民の希望に応えるための試行錯誤が続いていました。

こうした中，令和３年６月に市長が河野太郎新型コロナウイルス感染症ワクチ

ン接種担当大臣（当時）と面会し，新たに承認されたモデルナ製ワクチン６万人

分の供給を約束いただきました。

令和３年８月には，京王線調布駅から徒歩５分に位置する電気通信大学の御理

解・御協力を得て，同大学の体育館に新型コロナウイルスワクチン集団接種会場

を開設しました。この大規模会場を貸与いただき，大量のワクチンを確保できた

ことで，令和３年８～９月と令和４年２～４月に集団接種の接種回数が大きく増

加しました。変異株による新型コロナの急激な感染拡大が続くなかで，重要な接

種拠点として多くの方にワクチン接種を行うことができました。
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07 市内大学との連携

電気通信大学との協働による「密」回避
令和３年４月に設置した調布駅前ワクチン接種会場（調布駅前広場診療所）に

おいて，調布市の相互友好協力協定締結大学である電気通信大学の情報理工学研

究科情報学専攻 田中・石垣研究室およびi-パワードエネルギー・システム研究

センターの横川研究室が開発した高精度の小型二酸化炭素（CO2）センサーを設

置し，CO2濃度を測定することで，人の密度を可視化する実証実験を，産学官の

連携による取組の一環として，共同で実施しました。

電気通信大学から無償貸与いただいたCO2センサーには，携帯電話回線を使っ

た通信機能が内蔵されており，会場内に設置したモニターの他，市職員もスマー

トフォンなどのWEBブラウザ上で常時状況や分析結果を監視でき，会場内が

「密」となることによりCO2濃度が一定程度上がった際はアラートが表示される

ようになっています。これを活用して，プレハブ構造のため高温になりがちだっ

た接種会場の空調を維持しつつ，会場内の換気励行のタイミングを図る際などに

活用しました。

同年５月には，より小型化したセンサー８台を調布市役所本庁舎１～３階にも

設置し，市役所内における「密」回避の一助としても活用しました。

電気通信大学と株式会社UPDATERとの連携事業
保育園で適切な空気環境を持続的に維持するため，市内保育園13施設113か所

で空気質モニタリング調査を行い，最新のエビデンスに基づく感染症対策の提案

とデータに基づく適切な空気環境管理を産学官連携により実施しました。

▼電気通信大学体育館にワクチン集団会場を設置
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CO2センサーの開発を振り返って

国立大学法人 電気通信大学 i-パワードエネルギー・システム研究センター

教授 横川 慎二

あのときを振り返る

この取組では，限られた会場の電気容量を消費しないこと，専用のWiFi環境を準備する

ことが難しいなどの課題がありました。そこで，バッテリーでの給電が可能で，LTE回線

などの携帯電話網を用いてデータを収集するCO2センサーを開発しました。そのセンサー

を用いて大学のサーバーにデータを集約し，タブレットPCのブラウザにリアルタイムで

データを表示する専用のダッシュボードも作成しました。ただし，大学のサーバーに，現

地から直接アクセスするのはセキュリティ上の問題があったため，キャプチャしたダッ

シュボードをブロードキャストする仕組みを立ち上げたところ，長時間の稼働安定性を確

保するのが難しく，少々苦労いたしました。

ワクチン接種が始まる直前に，センサー等の設置を学生と行っていたところ，入口付近

にいた学生が沢山の市民の方々から「いつからワクチン接種が始まるのか？」「順番はど

うやって決まるのか？」など質問を受けて困っている場面がありました。皆さんの期待が

とても大きいことを痛感しました。私達の活動が，少しでも皆様の不安を和らげるお手伝

いになればと，改めて感じました。

今回のコロナ禍は，突如として現れて我々の生活を大きく変えた後，徐々に元に戻った

ようにも見えます。一方で，世界的な感染症のパンデミックスは紀元前から繰り返され，

その都度生活様式や文化に，大きな変革が生じたという研究結果もあります．今回の経験

が，我々にどのような変化をもたらしたのかということを，振り返ってみる必要があるの

ではないかと，考えています。

コロナ禍において，感染を予防する基本的な対策として最も有効であったのは，「手洗

い，うがい，マスク」などの旧来の方法でした。インフルエンザの流行が，コロナ禍で小

さかったことも，その傍証と言えるでしょう。今後の新興感染症の流行に備えるものとし

て，我々がそれらの基本をどの程度生活様式に反映するようになったか，今こそ考えるべ

きかも知れません。

CO2センサー本体

▼調布駅前診療所内にセンサーを設置 ▼センサーのCO２状況を表示するモニター
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新型コロナワクチン接種
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令和２年12月，国は新型コロナワクチンの接種方針を示し，「新型コロナウ

イルス感染症に係るワクチンの接種について，予防接種法の臨時接種に関する特

例を設け（特例臨時接種） ，厚生労働大臣の指示のもと，都道府県の協力によ

り，市町村において予防接種を実施する」としました。ワクチンの調達や財政措

置等は国が主導的に行う一方，身近な地域において接種が受けられる仕組みとし

て，市町村は住民向けの接種体制を構築することとなりました。

これを受け，市は令和３年１月に「新型コロナウイルスワクチン接種対策本

部」を設置して，具体的な接種体制の確保に向けた調整を開始しました。

接種開始当初は，接種対象者が極めて多数に上ると想定されることから，集団

接種会場の確保が不可欠でした。超低温で管理する必要があるワクチン保管庫の

配備，調布市医師会をはじめとする関係機関との調整など，数多くの喫緊の課題

に対し急ピッチで対応し，準備を進めました。

この結果，市は令和３年４月５日，該当する市民に第一弾の接種券（75歳以

上）を発送し，同４月12日から予約を開始し，同４月22日から新型コロナワク

チンの接種を開始するとともに，同４月26日から医療従事者を対象に夜間の集

団接種を開始しました。

同時に，集団接種会場以外にもかかりつけ医による個別接種体制の整備も進め

ました。初期の新型コロナワクチンは温度管理が極めて厳格でしたが，一本も無

駄にすることなく各医療機関に運搬・管理することも重要な課題でした。

以後，調布市医師会・調布市薬剤師会の協力のもと，刻一刻と変わる状況や国

の指示を受け，特例臨時接種の指定が解除される令和６年３月31日まで，希望

されるすべての方が可及的速やかに接種できるよう体制の確保に努めました。
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01 調布市のワクチン接種体制

新型コロナウイルスワクチン接種対策本部の設置
新型コロナウイルスワクチンの迅速な接種について，基本方針を決定し，重要

事項を審議決定するとともに，関係各部と庁内横断的連携を図り，相互間の総合

調整を行うもので，令和２年１月12日に開設しました。本部長（副市長）と本

部員（関係各部長職）で構成し，新型コロナウイルスワクチン接種について，関

係各部と庁内横断的に国や東京都の状況に関する情報共有を図り，市の対応等を

協議し，接種体制の構築や接種会場の確保等，迅速かつ適切な対応を図るため開

催しました。

新型コロナウイルス予防接種検討会議の設置
新型コロナウイルスワクチン接種について，調布市医師会及び調布市薬剤師会

と連携し，国や東京都の状況に関する情報共有を図るとともに，接種の実施体制

の構築の検討及び調整を行い，より迅速かつ適切な接種体制を構築するため，令

和３年１月13日に開設しました。検討会は，医療機関の診療体制やワクチン分

配量の調整，集団接種会場の接種体制など，状況に応じ随時開催しました。令和

３年３月の第５回会議を最後に，より具体的な接種体制整備に向けた検討のため，

調布市医師会，調布市薬剤師会と市の新型コロナワクチン接種担当で構成するワ

クチン会議に形を変え，刻一刻と変わる国のワクチン接種方針に対応すべく，随

時開催し，迅速かつ適切な接種体制の整備を図りました。

第５章 感染症対策第１の柱 感染症の拡大防止に向けた取組③新型コロナワクチン接種



令和４年度接種 ※R5.3.31時点
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年齢 １回目接種 ２回目接種 ３回目接種

接種人数

（人）

接種率

（％）

接種人数

（人）

接種率

（％）

接種人数

（人）

接種率

（％）

６か月～４歳 507 5.51 473 5.14 346 3.76

５歳～11歳 2,806 20.14 2,737 19.65

12歳～64歳 124,718 78.65 124,339 78.41

65歳以上 47,403 96.08 47,308 95.88

合計 175,434 75.93 174,857 75.68 346 3.76

▼初回接種 ※R4.10.24から乳幼児（６か月～４歳）が追加

年齢 接種人数

（人）

接種率

（％）

５歳～11歳 1,199 43.81

12歳～64歳 97,410 78.34

65歳以上 46,047 97.33

合計 144,656 82.95

▼第一期追加接種（３回目）
※R4.9.6から小児（５～１１歳）が追加

年齢 接種人数

（人）

接種率

（％）

18歳～59歳 6,632

60歳以上 46,728 82.12

合計 53,360

▼第二期追加接種（４回目）
※R4.5.25～

初回

接種券

第３回

接種券

第４回

接種券

10.823 20,090 156,517

▼接種券の発送状況

年齢 接種人数

（人）

接種率

（％）

５歳～11歳 71 2.59

12歳～19歳 4,137 37.27

20歳～29歳 5,970 34.37

30歳～39歳 8,323 38.23

40歳～49歳 12,981 42.55

50歳～59歳 18,480 57.85

60歳～64歳 7,983 68.57

65歳以上 38,620 81.64

合計 96,565 55.37

▼令和４年秋開始接種 R3.12.1～
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令和３年度接種 ※R4.3.31時点
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02 接種実績 特例臨時接種期間（R3.2.17～R6.3.31）

年齢 １回目接種 ２回目接種

対象者数

（人）

接種人数

（人）

接種率

（％）

対象者数

（％）

接種人数

（人）

接種率

（％）

５歳～11歳 14,179 1,476 10.41 14,179 252 1.78

12歳～19歳 15,543 12,014 77.30 15,543 11,814 76.01

20歳～29歳 26,161 20,433 78.10 26,161 20,339 77.75

30歳～39歳 29,893 24,311 81.33 29,893 24,232 81.06

40歳～49歳 37,543 32,191 85.74 37,543 32,077 85.44

50歳～59歳 36,127 31,660 87.64 36,127 31,589 87.44

60歳～64歳 12,464 11,224 90.05 12,464 11,195 89.82

65歳以上 51,149 47,394 92.66 51,149 47,240 92.36

合計 223,059 180,703 81.01 223,059 178,738 80.13

▼初回接種 R3.4.22～

年齢 追加（３回目）接種

対象者

（人）

接種人数

（人）

接種率

（％）

12歳～19歳 4,016 569 14.17

20歳～29歳 26,161 6,527 24.95

30歳～39歳 29,893 8,699 29.10

40歳～49歳 37,543 13,983 37.25

50歳～59歳 36,127 19,645 54.38

60歳～64歳 12,464 8,988 72.11

65歳以上 51,149 44,235 86.48

合計 197,353 102,646 52.01

▼追加（３回目）接種 R3.12.1～

初回（１・２回目）

接種券

追加（３回目）

接種券

238,310 173.681

▼接種券の発送状況
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令和５年度接種 ※R6.3.31時点
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年齢 １回目接種 ２回目接種 ３回目接種

接種人数

（人）

接種率

（％）

接種人数

（人）

接種率

（％）

接種人数

（人）

接種率

（％）

６か月～４歳 639 7.19 601 6.76 487 5.48

５歳～11歳 3,580 24.93 3,460 24.09

12歳～64歳 142,290 86.47 141,457 85.95

65歳以上 47,866 92.44 47,768 92.25

合計 194,375 81.34 193,286 80.89 487 5.48

▼初回接種

年齢 接種人数

（人）

接種率

（％）

５歳～11歳 295 10.97

12歳～64歳 57,990 47.02

65歳以上 38,816 82.02

合計 97,101 56.03

▼令和４年秋開始接種
※R5.4.1～R5.5.7

年齢 接種人数

（人）

接種率

（％）

５歳～11歳 1 0.01

12歳～64歳 4,409 16.33

65歳以上 29,561 57.09

合計 33,971 14.22

▼令和５年春開始接種
※R5.5.8～R5.9.19

年齢 接種人数

（人）

接種率

（％）

５歳～11歳 165 1.86

12歳～64歳 467 3.25

65歳以上 20,646 12.59

合計 29,248 56.48

▼令和５年秋開始接種
※R5.9.20～R6.3.31

初回

接種券

第３回

接種券

第４回

接種券

第５回

接種券

第６回

接種券

第７回

接種券

1,629 32,749 64,227 63,283 63,286 30,421

▼接種券の発送状況
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03 集団接種の実施

新型コロナワクチンの接種については，受託医療機関や接種会場ごとの接種可

能人数を可能な限り多くすることが求められました。特に，接種開始当初は多数

の接種希望者を一気に受け入れる必要があったため，密にならず十分な広さを確

保できる集団接種会場の確保が必要となりました。

市は，利便性の高い調布駅付近を中心に，状況に合わせ集団接種会場を設置し，

医療機関による個別接種と合わせて速やかな接種機会の確保に努めました。

調布駅前広場診療所
令和３年４月22日に市内初の集団接種会場として設置し，令和４年８月末ま

で使用しました。通常は接種対象者が待合・問診・接種・待機と会場内を移動し

ますが，この会場では調布市医師会等との協議のもと，対象者が原則同じブース

に座ったまま，接種するスタッフが巡回する「調布方式」を確立し，多くの接種

希望者への対応を可能としました。

調布市文化会館たづくり
接種者数の増加に対し，調布市文化会館たづくりむらさきホール及び南北ギャ

ラリーで，令和３年６月から７月まで，集団接種を実施しました。

電気通信大学
調布駅から徒歩圏内にあり，市の相互友好協定協力大学である電気通信大学の

協力を得て，令和３年８月から９月，及び令和４年２月から４月まで集団接種を

実施しました（→P.51）。

調布市保健センター
小児を中心とした若年層の接種促進のため，調布市文化会館西館の保健セン

ターにおいて，令和４年７月から令和５年１月まで集団接種を実施しました。

調布市役所診療所
調布駅前広場診療所に代わる常設の集団接種会場として，調布市役所西側の立

体駐車場跡地にプレハブを２棟設置し，令和４年10月から令和５年11月まで接

種を実施しました。
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04 ワクチン接種者への支援

移動支援事業（タクシー券の交付）
移動支援事業として，新型コロナウイルスワクチンを接種した65歳以上の方

が安心・安全に帰宅できるよう，接種日の帰宅時に限り利用可能な上限1,000円

分のタクシー券を市内の集団接種会場及び個別医療機関で配付しました。

ワクチン接種証明書の発行
国際的な人的往来における利用の際，従前の接種済証では英語の表記，記載事

項の不足，偽造防止対策といった課題があるため，国の指示に基づきワクチン接

種証明書を発行することとなりました。

市では，令和３年７月から海外渡航用のワクチン接種証明書の発行を開始しま

した。 また，同年12月からは国内用の接種証明書の発行を開始するとともに，

スマートフォンの専用アプリからデジタル版の接種証明書の申請と提示も可能と

なりました。

年度 利用者数

R3 24,498

R4 11,779

R5 6,415

▼タクシー利用券の交付状況▼タクシー利用券

市民の問合せ対応・ワクチンコールセンターの設置
ワクチン接種に関して，申込方法や接種時期，接種体制，副反応，接種証明書

など，多くの相談が市民から寄せられ，特に接種初期は組織横断的に市職員を動

員して対応に当たりました。

その後，令和３年３月からワクチン接種に関するコールセンターを設置し，専

門のスタッフが対応する体制を整備しました。

年

度

海外渡航用 日本国内用

郵送 窓口 電子 合計 郵送 窓口 電子 合計

R3 1,237 1,273 98 2,608 18 204 95 317

R4 172 3,354 977 4,503 38 928 464 1,430

R5 12 367 92 471 1 72 25 98

▼ワクチン接種証明書の発行状況

年度 ワクチン接種に

関すること

副反応に

関すること

接種証明書に

関すること

その他 合計

R3 78,944 308 2,202 8,119 89,573

R4 52,356 46 2,078 9,728 64,208

R5 28,281 4 253 355 28,893

▼ワクチンコールセンターの運営状況
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05 ワクチン接種の広報・周知

令和３年度から開始した新型コロナワクチン接種の広報・周知のため，市報，

市ホームページ，各種SNS等の市公式コンテンツを用いて，市民への情報提供

に努めました。特に市報については，接種を開始した令和３年度はほぼ毎号に

渡って１面など目に留まりやすい位置に新型コロナワクチン接種関連情報の記事

を継続して掲載したほか，臨時号を令和３年度・４年度に計５回刊行しました。

▼市報R3.5.16臨時号 ▼市報R3.6.2臨時号

▼市報R3.4.5号 ▼市報R3.6.5号
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▼市報R3.8.5号

▼市報R4.2.20号

▼市報R3.7.13臨時号

▼市報R4.1.20臨時号

▼市報R3.7.5号
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第６章
感染症対策 第２の柱

市民生活及び子どもたちへの支援
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新型コロナの感染拡大を防止するため，飲食店等の営業自粛や職場への出勤の

見合わせなど，社会活動が大きく制限されました。これらのことにより，生活に

困窮する市民の暮らしを支えるため，困難に寄り添う施策に取り組みました。

減免・猶予
新型コロナの影響等により収入が減少した被保険者に対し，市税や各種料金な

どの減免等の受付を行いました。
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01 市民生活への支援

対応 年度

個人市・都民税の申告期限延長及び徴収の猶予 R2～

下水道料金の減免，介護保険料等の支払い猶予 R2

学校給食の食材費・修学旅行の運営費（キャンセル料）負担 R2

収入減少に伴う指定管理料の増額（ふれあいの家，八ケ岳少年自然の家） R2

収入減少に伴う指定管理料の増額（市民プラザあくろす） R2～R3

収入の減少した世帯等を対象に国民健康保険税・介護保険料の減免 R2～R5
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対応 内容 年度

住居確保給付金の支給（支援対象拡

大，要件緩和）

離職などによる収入減で住居を失う恐

れがある方への支援。求職活動を行っ

ている方へ家賃相当額を給付する住居

確保給付金の支援対象者を拡大

R2～R4

木島平米を活用した大学生支援 市内学生寮に入寮している大学生の方

市内に所在する相互友好協力協定締結

大学などの学生寮に，調布市の姉妹都

市である長野県木島平村の米を提供

R2

妊娠中の市民にマスクを配布 市独自で妊娠中の市民にマスクを配布 R2

住民税非課税世帯等への臨時特別給

付金の支給

基準日時点で，住民税均等割非課税世

帯と，新型コロナウイルス感染症の影

響で家計が急変した世帯に給付金を支

給

R3～R4

自宅療養者への燃やせるごみ指定収

集袋の配布

自宅療養を余儀なくされている市民に

対し，燃やせるごみ指定収集袋を支援

物資に含めて配布

R4

新型コロナウイルス感染症生活困窮

者自立支援金の支給

生活福祉資金特例貸付を借り終えてな

お困窮している世帯に対して，就労に

よる自立を図るため，支援金を支給

R3～R4
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支給・貸付
新型コロナの影響等により収入が減少した市民に対し，資金の支給や臨時の貸

付などの各種支援を行いました。

対応 内容 年度

給与等の支払いを受けている国民健

康保険加入者への傷病手当金の支給

給与等の支払いを受けている国民健康

保険の加入者が，新型コロナに感染し

たことにより，療養のため仕事を休み，

給与等の全部又は一部を受けることが

できない場合に傷病手当金を支給

R2～R5

就学援助金を支給（要件緩和） 経済的にお困りの保護者に対して，教

育費の一部を援助する就学援助の支給

要件を緩和

R2～R5

調布市生活ほっとあんしん相談事業

による生活困窮者の支援体制充実

一人ひとりの状況に応じた生活支援を

案内

①調布ライフサポート

②生活福祉資金貸付

③生活福祉相談

④緊急援護資金貸付 など

R2～
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事業所等への支援
新型コロナの影響等により収入が減少した事業所等に対する資金の支給や，従

事者への支援などを行いました。

各種相談
新型コロナの影響により，それまでの生活と状況が変わったことなどによりお

悩みの方に対し，各種相談を行いました。
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対応 年度

物価高騰に伴う障害福祉・介護サービス事業所支援（電気料金，燃料費，ガ

ス代の価格上昇分の一部支援，光熱水費，燃料費，食材費等）

R4～R5

物価高騰に伴う保育園・幼稚園等支援（電気料金，燃料費，ガス代の価格上

昇分の一部支援）

R4

物価高騰に伴う保育園・幼稚園等への支援（食材費，光熱水費） R4

放課後等デイサービス事業所への既存運営費補助金の対象拡大（補助基準引

上げ及び対象外の「株式会社等」にも適用）

R2

福祉施設(介護・障害)従事職員への支援（5,000円分のギフトカード贈呈） R2

障害福祉サービス事業所への生産活動の支援（生産活動に要する経費の一部

を補助）

R2

移動支援及び日中一時支援事業者への支援（感染予防対策へのかかり増し経

費を支援）

R2

対応 年度

調布市生活ほっとあんしん相談事業による生活困窮者の支援体制充実 R2～

がんばろう調布 STAY HOMEプロジェクト

令和２年３月に発令された緊急事態宣言発令後，東京都の「いのちを守る”STAY HOME

週間」の取り組みを受け，市民が自宅にとどまることを余儀なくされる中，調布市でも緊急

事態宣言が解除されるまでの期間「がんばろう調布”STAYHOME”プロジェクト」を実施し

ました。自宅時間を楽しく過ごせるように，ちょうふ地域コミュニティサイト「ちょみっ

と」で折り紙の折り方やマスクの作り方などを紹介したり，STAY HOME支援のための動画

コンテンツをYouTubeの調布市動画ライブラリーに掲載したほか，市民のみなさまの取組

や医療従事者へのメッセージなどを，ハッシュタグをつけて発信するなどを呼びかけました。

コンテンツには，「鬼太郎とねこ娘から調布市にお住まいの人間のみなさんへメッセー

ジ」「ラグビーワールドカップ2019」「自宅でできる運動（エクササイズ）動画」のほか，

株式会社水木プロダクションの協力によるWEB会議などの背景として利用できる「アマビ

エ」画像なども掲載しました。

対応 年度

障害児・者宅へのヘルパー派遣（在宅要介護者受入体制整備事業）

※実績なし

R2～R3

女性のための相談事業（生理用品の無償配布と女性の生活相談） R3
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新型コロナの感染拡大を防止するため，外出の自粛や学校生活においても感染

防止に向けた対策や制限が設けられ，その終息が見通せない中で子どもたちの健

やかな成長にも大きな影響を及ぼす恐れがありました。

これらを受け，各時点において可能な限りの対策を尽くしました。

市立小・中学校の臨時休業に伴う主な対応
令和２年２月27日に，政府により小中高校及び特別支援学校における全国一

斉の臨時休業が要請され，同年５月31日まで市立小・中学校においても過去に

例のない長期間の臨時休業が実施されました。このことに伴い，同年３月９日か

ら同月25日の間，新型コロナウイルス感染症拡大防止のための学校の臨時休校

に関連した児童の「居場所事業」を実施しました。

臨時休業中も学びを止めない対策を行い，その後も長期にわたって続く感染対

策とともに，教育環境の整備に努めました。
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02 子どもたちへの支援

調布っ子応援プロジェクト
新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で，子育て家庭と子どもたち

の健やかな成長を支援するとともに，市内事業者への支援につなげるため，調布

市商工会・商店会等との連携により，市独自の事業を実施しました。

●第１弾 調布の子どもたちへの食と学びの支援事業

対応 年度

学校安全・安心メールや市ホームページなどを活用した情報提供 R2～R4

学童クラブ１日育成の取組

ユーフォールーム等学校施設を活用した児童・生徒の居場所確保

学校休業に伴う放課後等デイサービス利用料の負担増額分補助

ＩＣＴ教育環境整備の推進（GIGAスクール構想に基づく児童・生徒用１人

１台モバイル端末貸与，普通教室等におけるプロジェクター増設置など）

R2

項目 内容

期間 令和２年５～７月

概要 新型コロナウイルスの感染拡大防止のため，外出自粛や「３つの密」を
避ける生活を余儀なくされている中，調布の子どもたちの健やかな成長
と学習を応援するとともに，子育て家庭の負担軽減，市内事業者への支
援につなげるため，商工会・商店会等との連携により，下記のとおり市
独自の事業を実施

対象者 約２万世帯 30,850人
※中学校3年生以下(児童育成手当・就学援助・生活保護の対象を含む)及
び児童育成手当の対象となる高校生

支援内容 商品券の郵送配付
（１枚当たりの額面500円※釣銭非対応）

支援額 児童育成手当･就学援助・生活保護の対象となる中学校３年生以下及び
児童育成手当(高校生) １万円その他の中学校３年生以下 5,000円

商品券利用対象 市内飲食店等でのテイクアウトの購入及び市内書店・文具店で販売され
る書籍・文具などの購入
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●第２弾 給食米による子どもの食の応援，ひとり親家庭応援給付金支給事業
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●第３弾 子育て家庭への生活支援事業

項目 内容

期間 令和３年８～10月

概要 新型コロナウイルスの感染拡大防止のため，外出自粛や「３つの密」を
避ける生活を余儀なくされている中，調布の子どもたちの健やかな成長
と学習を応援するとともに，子育て家庭の負担軽減，市内事業者への支
援につなげるため，商工会・商店会等との連携により，市独自の事業を
実施した

対象者 約２万世帯 30,850人
※中学校3年生以下(児童育成手当・就学援助・生活保護の対象を含む)及
び児童育成手当の対象となる高校生

支援内容 商品券の郵送配付（１枚当たりの額面500円※釣銭非対応）

支援額 児童育成手当･就学援助・生活保護の対象となる中学校３年生以下及び
児童育成手当(高校生) １万円その他の中学校３年生以下 5,000円

商品券利用対象 市内飲食店等でのテイクアウトの購入及び市内書店・文具店で販売され
る書籍・文具などの購入

項目 内容

期間 令和２年７～９月

概要 新型コロナウイルスの感染拡大防止のため，
ひとり親家庭等を対象に学校の休校，保育園
の休園や外出自粛等により影響を受けている
子どもたちの健やかな成長やひとり親家庭等
の経済的支援につなげるとともに，給食食材
を提供している市内事業者等への支援，さら
には市内フードバンク等の活動支援につなげた

対象者 １ 給食米による子どもの食の応援事業
次のア・イの児童がいる世帯約2,000世帯約3,150人
ア児童育成手当・就学援助・生活保護の対象となる中学生以下
イ児童育成手当の対象となる高校生

２ ひとり親家庭応援給付金支給事業
児童育成手当の支給対象となる世帯(給付対象児童数2,300人)

支援内容 １ 世帯の子どもの人数に応じてア～ウの米を配布
ア子ども１人の場合５kg
イ 子ども２人の場合10kg
ウ 子ども３人以上の場合15kg
※経済的理由により食料の確保が困難となった際に支援する市内
フードバンク等にも米を配布

２ 対象児童1人当たり1万5,000円×３か月（上限4万5,000円）を支給
支給月 令和２年７・８・９月
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●第４弾 食と学びの支援事業
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●第５弾 子育て家庭への生活支援事業

項目 内容

期間 令和４年11～２月

概要 新型コロナウイルス感染症の影響を受けてきた子育て家庭に対する生活
支援のほか，保護者負担を増やすことなく，給食を通じた子どもたちの
栄養価の確保につなげた

対象者 １低所得の子育て世帯へのキャッシュレス決済ポイント付与
（キャッシュレス決済ポイント還元事業と同時に実施することにより，
地域経済支援にもつなげる）
対象者約4,500人

①０歳～18歳(児童育成手当・生活保護・就学援助受給世帯)
②18歳まで(二人親の非課税世帯，子育て世帯特別給付金受給世帯)
２子育て世帯生活支援特別給付金（市独自分）の支給
対象者約1,000人（国の給付金の対象とならない児童育成手当・生活

保護・就学援助受給世帯）
３給食費補助金の増額（小・中学校，保育園，幼稚園）

支援内容 １ キャッシュレス決済ポイントの付与
２ １人当たり５万円
３ 小・中学校給食補助金の増額１人当たり月額110円増額

認可保育園・認証保育所助成費の増額１人当たり月額150円増額
幼稚園助成費の増額１人当たり月額120円増額

項目 内容

期間 令和４年３～５月

概要 新型コロナウイルス感染症の影響を受けてきた子育て家庭に対して，一
家団らん機会の提供や，食料品購入を通じた生活支援，新学期に向けた
学びの支援につなげるとともに，飲食店等の市内事業者への支援につな
げた

対象者 対象者 3万9400人
①０歳～18歳(児童育成手当・生活保護の対象を含む)及び就学援助の対
象となる小・中学生

②０歳～18歳(二人親の非課税世帯，子育て世帯生活支援特別給付金受
給世帯)

③０歳～18歳(上記①，②以外)

支援内容 子育て応援券※の郵送配付（１枚当たりの額面500円※釣銭非対応）
※食事券（飲食・食料で使用可），共通券（飲食・食料・文具・書籍で
使用可）

支援額 ①児童育成手当・生活保護の対象となる０歳～18歳及び就学援助の対象
となる小・中学生２万円

②二人親の非課税世帯，子育て世帯特別給付金受給世帯の０歳～18歳 2
万円

③上記①，②以外の０歳～18歳 5,000円

応援券利用対象 市内登録店舗

第６章 感染症対策第２の柱 市民生活及び子どもたちへの支援
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項目 内容

期間 令和５年７～10月

概要 長期化するコロナ禍において，物価高騰に直面する低所得の子育て世帯
に対して生活・暮らしの支援を行うため，キャッシュレス決済のポイン
ト付与等を行った

対象者 ①０歳～18歳(児童育成手当・生活保護の対象を含む)及び就学援助の対
象となる小・中学生

②０歳～18歳(二人親の非課税世帯，子育て世帯生活支援特別給付金受
給世帯)

支援内容 対象児童１人当たり２万円

感染症対策と学校生活の両立

前 調布市教育委員会 教育長

大和田 正治

あのときを振り返る

令和２年２月28日に，国から全国の小・中学校等に対し「新型コロナウイルス感染症対

策のための小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業につい

て」が発出されたことを受け，調布市立小・中学校においても令和２年３月２日から臨時

休業としました。その後も，緊急事態宣言の発出，東京都教育委員会からの要請等を踏ま

え，５月３１日までの３か月間，臨時休業を継続しました。激甚災害に見舞われた地域を

除き，これほどの長期間に渡る学校の休業は前例の無いことでした。

令和５年５月８日の５類感染症への移行まで，幾度となく感染の波が押し寄せる中，各

学校においては，マスク着用や手指消毒の徹底に加え，分散登校やオンライン授業の実施，

消毒液，空気清浄機など感染症対策用備品の整備等，感染症対策の工夫を凝らしながら，

可能な限り学びを止めないよう，教職員が一丸となって取り組みました。感染症から児

童・生徒の生命・健康を守るため，宿泊行事や部活動の中止等，止むを得ず，一部の教育

活動を制限したこともありました。

また，公民館・図書館・郷土博物館等，市民に身近な社会教育施設においても各学校と

同様に，当初は閉館や事業を中止しつつも，その後は，諸室の利用人数の変更，オンライ

ンを活用した事業の実施等，利用者の活動を止めないよう，工夫を重ねました。

コロナ禍における対応を振り返りますと，未知なるウィルスから，児童・生徒，施設利

用者をはじめ，学校・社会教育施設に関わる全ての方々の生命・健康を守ることを第一に，

試行錯誤を繰り返しながら取り組んだ３年間でした。調布市医師会の専門的見地からの御

助言をはじめ，コロナ禍における調布市の教育行政に御理解・御協力をいただきました皆

様に，心から感謝申し上げます。

新たな感染症が蔓延した際においても，学校・社会教育施設に関わる全ての方々の生

命・健康を守りながら学びや活動が両立できるよう，この経験を活かして参ります。
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01 市内事業者への支援

対応 年度

新型コロナに関する経営相談窓口（産業労働支援センター） R2～

調布市中小企業事業資金融資あっせん制度（産業労働支援センター） R2

新型コロナウイルス対策マル経融資制度（調布市商工会） R2～

テイクアウトメニューを用意する店舗紹介冊子「我が家のおすすめテイクア

ウト」を調布青年会議所と連携し発行（調布っ子応援プロジェクトの商品券

利用と連動）

R2

項目 内容

対象者 以下全てを満たす事業者
①調布市内に事務所又は事業所を有する事業者（法人又は個人事業主）
であること
②下記の期間に事業用途として燃料，電気，ガスを使用していること
第１回 令和４年７月～９月
第２回 令和４年12月～令和５年２月
第３回 令和５年４月～令和６年３月

③申請時点で事業を営んでおり，今後も事業継続の意思があること

対象経費 下記の期間に事業用途として使用した燃料費，電気料金，ガス料金を合
算した金額の２倍（第１回，第２回）又は任意の1か月分の６倍（第３
回）
第１回 令和４年７月～９月
第２回 令和４年12月～令和５年２月
第３回 令和５年４月～令和６年３月

補助金額 補助対象経費の15％（第１回） 20％（第２回，第３回）
（1,000円未満の端数がある場合は切捨て）又は補助上限額のいずれか
低い額

補助上限額 第１回 法人：20万円個人事業主：５万円
第２回，第３回 法人：30万円個人事業主：10万円

申請受付期間 第１回 令和４年11月４日～令和５年２月17日 ※期間延長
第２回 令和５年６月１日～９月29日 ※期間延長
第３回 令和６年２月１日～４月30日

第７章 感染症対策第３の柱 地域経済への支援

新型コロナの感染拡大により，市民生活が大きく変容し，外出の自粛や「密」の

回避による消費の落ち込みは，市内事業者に深刻な影響をもたらしました。

市は，国・東京都の支援策の積極的な周知とともに，調布市商工会等と連携し

て，市独自の事業者支援や市内消費喚起，市民生活の支援に取り組みました。

市内事業者への支援

●調布市市内事業者物価高騰支援事業 （第２回及び第３回は調布市商工会で実施）

コロナ禍における物価や原油価格の高騰の影響を受ける市内事業者に対し，

燃料費，電気料金，ガス料金の一部を補助することにより，負担軽減を図り，事

業継続を支援することで，地域経済の活性化につなげました。
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02 地域経済の活性化

項目 内容

概要 新型コロナウイルス感染症からの事業者の売上の回復，市内全域での消
費活性化，消費喚起を促し，市内における回遊性向上，市内商工業者の
販売促進の一助とすることを目的に，スクラッチカード・商品券発行に
よる市内消費喚起事業を実施した。

当選総額 １億円

実施期間 令和２年12月１日～12月31日

参加店舗数 約1,000店舗

項目 内容

概要 新しい日常における市民生活の支援と地域経済の活性化を図るとともに，
プレミアム付商品券（紙）事業を実施した

対象者 市内在住者

商品券の種類 １冊24枚綴り（額面500円×24枚）
・商品券の内訳全ての取扱店で使用できるA券20枚（1万円分）
・大型店以外の取扱店で使用できるB券４枚（2,000円分）

利用期間 令和３年８月２日～10月31日

項目 内容

概要 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市民の生活支援と併せ，市
内消費喚起による事業者への支援及び地域経済の回復・活性化へ繋げ
ることを目的として実施した

対象者 市内在住者・在勤者・在学者

商品券の種類 １冊26枚綴り（額面500円×26枚）
・全ての取扱店で使用できるA券20枚（１万円分）
・大型店以外の取扱店で使用できるB券６枚（3,000円分）

利用期間 令和２年９月28日～令和３年２月28日

第７章 感染症対策第３の柱 地域経済への支援

プレミアム付き商品券事業・キャッシュレス決済ポイント還元
事業

市民の生活支援と市内消費喚起による地域経済の活性化を図るため，複数回

に渡ってプレミアム付き商品券事業やキャッシュレス決済ポイント還元事業を実

施しました。

●調布市スーパープレミアム付き商品券事業

●調布・歳末スクラッチ2020 実施主体：調布市商工会

●調布市プレミアム付き商品券事業（第１弾）
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項目 内容

概要 新型コロナの長期化に加え，物価高騰の影響を受ける市内事業者を支援
し，地域経済の活性化を図るとともに，市内のキャッシュレス決済の普
及や市民生活支援にもつなげた

ポイント還元率 最大20％（スマートフォン等を用いたQRコード決済に応じてポイント
を付与）

参加店舗 市内中小規模の登録店舗（大手事業者等を除く）約2,000店舗

実施期間 令和４年12月 1 日～令和５年１月27日 ※早期終了

項目 内容

概要 プレミアム付商品券（第１弾）の市民ニーズが大きかったことや，新型
コロナウイルス感染症の影響を受ける市内事業者への継続的な支援が引
き続き必要なことから，市内消費喚起による地域経済の回復・活性化に
向け，調布市プレミアム付商品券事業（第２弾）を実施した

対象者 市内在住者，在学者，在勤者

商品券の種類 １冊24枚綴り（額面500円×24枚）
・商品券の内訳全ての取扱店で使用できるA券20枚（1万円分）
・大型店以外の取扱店で使用できるB券４枚（2,000円分）

利用期間 令和３年11月17日～令和４年２月28日

項目 内容

概要 コロナ禍における物価高騰の影響を受ける市内事業者を継続的に支援す
ることを目的として，キャッシュレス決済を活用した市内消費の促進に
より，地域経済の活性化を図るとともに，市内のキャッシュレス決済の
普及にもつなげた。

ポイント還元率 最大20％（スマートフォン等を用いたQRコード決済に応じてポイント
を付与）

参加店舗 市内中小規模の登録店舗（大手事業者等を除く）約2,000店舗

実施期間 令和５年７月 1 日～８月７日 ※早期終了

項目 内容

概要 新しい日常における市民生活の支援と地域経済の活性化を図るとともに，
キャッシュレス決済の普及促進を目的として，キャッシュレス決済によ
るポイント還元事業を実施した

ポイント還元率 最大20％（スマートフォン等を用いたQRコード決済に応じてポイント
を付与）

参加店舗 市内中小規模の登録店舗（大手事業者等を除く）約1,500店舗

実施期間 令和３年11月 1 日～令和４年１月16日 ※期間延長
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●キャッシュレス決済ポイント還元事業（第２弾）

●キャッシュレス決済ポイント還元事業（第３弾）

●キャッシュレス決済ポイント還元事業（第１弾）

●調布市プレミアム付き商品券事業（第２弾）
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困難に立ち向かう市内事業者とともに

調布市商工会 会長 渡部 完治

あのときを振り返る

混乱が続く感染拡大の状況下において，事業者に正確な最新情報を伝えることや事業者

の現状を把握する事が非常に重要でした。

商工会では，情報把握のためのアンケート調査の実施，行政との緊密な連携のもと，迅

速に情報を収集・提供することに努めました。また，商工会としても，感染症対策を講じ

ながら，相談の受け入れ態勢を整えなくてはならない状況のなか，時差出勤，web会議の

導入など様々な工夫をしましたが，コロナ以前のような支援ができないことに苦労しまし

た。こうした状況下で，商工会は支援と安心感を提供するために尽力しましたが，対応に

は限界もありました。

コロナ禍において，市内の小規模事業者を支援するため，様々な取り組みを行いました。

「調布市スーパープレミアム商品券」や「キャッシュレス決済ポイント事業」などの消費

喚起策を行政と一緒になって推進したことで事業者からも好評でした。また，事業者が利

用できる補助金や助成金の案内を積極的に発信するほか，オンライン化やデジタル化の支

援を通じて，事業者が新しい販売手法や業務運営の方法を取り入れる事ができました。こ

れらの支援により多くの事業者が困難な状況を乗り越えることができたと実感しています。

様々な支援策を実施するにあたり，行政との密接な連携が不可欠であり，今後も継続的に

情報共有を行っていきたいと思います。

今後，同様の新興感染症が発生した際には，今回の経験を活かし，より迅速かつ的確に

対応できる体制を構築できるよう意識しておくことが重要です。事業者に対しては，感染

症の影響を受けた際に迅速に対応できるよう，リスク評価や対応策を事前に検討しておく

事業継続計画（BCP）策定支援も必要となります。また，日頃から商店会等の地域内での

連携を強化し，商工会が中心となって相互に助け合う仕組み作りを進め，事業者間の情報

共有や資源の共有がスムーズに行えるようにしていきます。

これからも，地域経済の安定と発展のため，会員事業所の皆様とともに歩んでまいりま

す。
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02 新型コロナウイルス感染症対策にかかる市への寄付一覧

資料編

受領日 寄付・寄贈物品 寄付者※

令和2年4月7日 マスク（1万枚） 高木 隆

令和2年4月27日 マスク（2万枚） 株式会社アーク・システム

令和2年4月30日 1億円 アフラック生命保険株式会社

令和2年5月18日 飲料（720本） 大塚製薬株式会社

令和2年5月18日 医療用ガウン（500個）
フェイスシールド（480個）

東京調布むらさきロータリークラブ

令和2年6月10日 子ども用マスク（2万枚） マスクバンクプロジェクト（調布市商工会青年部）

令和2年8月18日 医療用マスク（1,920枚） アフラック生命保険株式会社

令和2年11月20日 マスクケース（1万5,620枚） たましん経営者研究会

令和3年4月21日 飲料 コカ・コーラボトラーズジャパン株式会社

令和4年8月25日 手指消毒ジェル（3,000本） 杏林製薬株式会社

※敬称略 77
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